
第 2 章
韓国企業の海外直接投資

――電子産業における拡大・調整過程を中心に――

はじめに

１９６０年代後半から８０年代末まで，韓国は急速な経済成長を実現した。高

度成長の大きな原動力となったのは工業製品の輸出であり，「Made in Korea」

の製品は米国を中心に全世界を席巻することとなった。当初，輸出製品は衣

服，靴，雑貨などが主流であったが，７０年代からは家電製品が，８０年代に

は自動車が本格的に輸出されるようになり，Samusung，Hyundaiといった

企業名は世界的に知られるようになった。

１９９０年代に入ると，韓国企業の国際化は新たな段階に入った。企業自身

が海外に拠点を設ける，海外直接投資が急激に拡大することになったのであ

る。図１からわかるように，韓国の直接投資は８０年代半ばまでは伸び悩ん

でいたが，８０年代末から着実に増加し，特に９４年以降は爆発的な拡大をみ

せた。しかし通貨危機の発生した９７年を境に，海外直接投資はその拡大ペ

ースを鈍化させた。特に９８年は，経営が悪化した既投資先に対する資金支

援を除くと，投資は一時的に大きく落ち込むことになった（１）。

本章の目的は，１９９０年代に急拡大を遂げた後に調整過程に入った韓国の

対外直接投資について，その急拡大・調整の要因と進出形態の特質，さらに

その問題点を明らかにすることにある。特に，韓国のリーディング産業であ
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り，対外直接投資においても主導的な役割を示している電子産業を中心に議

論を進めていく。

韓国の対外直接投資に関しては日本国内でも多くの研究が行なわれてき

た（２）。本章では，特に１９９０年代の韓国企業の積極的な対外投資を，８０年代

末からの環境変化のなかで，各企業が自らの優位性を最大限に生かし，かつ

その限界を克服しようとした戦略の結果であると捉える（３）。新興工業国企業

における優位性が何であるかについては，８０年代初めから新興工業国によ

る直接投資が活発化するなかで，多くの議論が行なわれるようになった。そ

こでは先進国では放棄された成熟化した技術，労働集約的生産技術の保有，

低コストの専門労働力を強調するか，あるいは途上国固有のマーケティング・

スキルやエンジニアリング・スキルの存在が主張されている（４）。本章では韓

図１ 韓国の対外直接投資の推移（実績ベース）

（出所）韓国輸出入銀行海外直接投資統計データベース（http://www.koreaexim.go.kr/oesis
/index.html）。
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国企業において優位性がどのように形成され，それが９０年代の直接投資の

拡大にどのように反映されたのか，に焦点を当てていく。

さらに，韓国経済の特徴として「財閥」と呼ばれる大企業集団による寡占

的な産業組織が形成されていることがあげられる。本章では，寡占的な産業

組織が直接投資の拡大にどのような影響を与えたのかについても分析してい

きたい。

まず第Ⅰ節では，韓国の対外直接投資の推移とその構造を概観する。韓国

の直接投資が１９８９年代末から９０年代にかけて拡大していく過程で，投資先

は ASEANから中国へ，投資業種は繊維・衣服など軽工業から電子や輸送

機械など機械関連業種へと転換していったことが示される。第Ⅱ節では，電

子産業の直接投資を議論する前提として，電子産業の発展過程を概観する。

特に，テレビなど民生電子機器の輸出主導で産業が発展する過程で，大規模

な総合電子メーカーを中心とした寡占的な産業組織が形成されたことを論じ

る。第Ⅲ節では，８０年代の電子産業の直接投資について，総合電子メーカ

ーが，日本企業を一つのモデルとして成長してきた結果，海外進出も日本企

業と同様の形態から始まったことを示す。

第Ⅳ節では１９９０年代に入って，電子産業の対外投資がいわば「日本の後

追い」的な投資から新たな展開をみせるにいたった過程をみていく。まず中

堅・中小企業の対中投資が爆発的に拡大したことについて，その特徴をいく

つかの事例をもとに検討する。次に総合電子メーカーについて，９０年代に

中国・東欧・中央アジアなど新興市場へ集中的な投資を行ない，また先進国

電子企業のM&A攻勢を強めた結果，投資は爆発的に拡大した過程をみて

いく。さらに，ここでは投資急増が，９０年代に入ってからの環境変化のな

かで，韓国企業が培ってきた低コストでの大量生産技術の蓄積という優位性

を最大限に活用し，かつその限界を克服しようとした結果であったこと，総

合電子メーカー中心の寡占的産業組織ゆえに「バンドワゴン効果」と呼ばれ

る投資の相乗効果が生じやすかったことを示す。第Ⅴ節では通貨危機が既存

の海外進出先に与えた影響について，総合電子メーカーを中心に検討する。
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最後に，それまでの議論をふまえ，これからの韓国電子産業の直接投資につ

いて，その方向性を展望する。

Ⅰ 韓国の対外直接投資の概要

１．１９８０年代半ばまでと９０年前後の投資拡大初期

表１は産業別・地域別の韓国の対外直接投資を，投資が本格的な拡大を開

始する前の１９８８年までと，８９年から２０００年までを３年ごとに区分して表

したものである。８８年までの時期において，金額でみて最も多いのは，ア

ジア，北米，および「その他」地域への鉱業投資である。「その他」地域へ

の投資とは，具体的には中東やオセアニア地域向けを指している。８０年代

半ばまでは資源開発目的の投資が直接投資の中心であった。さらに件数でみ

ると北米，アジア向けの卸売・小売業が多かった。これは韓国企業が８０年

代後半まで製品輸出を拡大する過程で，輸出先に販売法人を設立して販売活

動やマーケティング，その他サービスを強化したためと考えられる。

１９８９～９１年の投資拡大の初期には，製造業投資が件数，金額ともに５０％

以上と圧倒的なシェアを占めた。投資先はアジア，特に ASEAN諸国が多

かった。８０年代後半に韓国経済は輸出主導の高成長を達成したが，その過

程で賃金は急激に上昇し，通貨ウォンの対ドルレートも大幅に切り上がるこ

とになった。その結果，コスト競争力を失った輸出企業は，新たな生産拠点

を求めて主にアジア諸国に進出することになったのである。

表２は表１と同じ地域・年代区分で製造業を業種別にみたものである。こ

の時期に最も多い投資業種は繊維・衣服であり，件数では全体の４分の１以

上を占めていた。繊維・衣服の投資が最も多かったのはアジア向けだが，ア

ジアに次いで中南米向け投資が多かったことは注目される。さらに電子，石

油・化学といった業種の投資も多く，件数・金額とも２桁のシェアに達して
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いた。また，金額では北米向けの輸送機械投資も大きかったが，これは１９８０

年代後半の北米向け自動車輸出の急増を受けて，貿易摩擦の回避のために現

代自動車がカナダに工場を設立したためである。

２．１９９２年から９７年までの直接投資の本格的な拡大

１９９２年から９４年にかけて，直接投資は本格的に拡大を遂げることになっ

た。特に９４年の投資は件数・金額とも大幅に増加した。増加の理由として

は，一時期低迷していた国内景気の回復と金融自由化の進展によって企業の

資金調達能力が高まったこと，さらに９４年２月に直接投資の手続きが大幅

に簡素化されたことなどがあげられる。この時期は，製造業，それもアジア

への投資偏重がいっそう顕著になった。

製造業の投資の中心は引きつづき繊維・衣服であったが，電子も金額では

繊維・衣服を上回る投資額を記録した。注目すべきは投資先がアジアのなか

でも ASEAN諸国から中国へとシフトしたことである。件数でみると製造

業の中国向け投資が直接投資全体の半分近くにまで達した。１９９２年９月に

韓国・中国間で国交が樹立され，さらに時をほぼ同じくして�小平のいわゆ

る「南巡講話」によって，対外開放政策を維持・拡大する方針が明確に示さ

れた。もともと韓国企業にとって中国は地理的に近く労働コストが安いため，

投資先として魅力的であったが，投資与件が改善されたことにより一挙に投

資が拡大したのであった。

１９９５年から９７年にかけては，大型の投資が相次ぐことになった。これは

図１において，件数では伸び悩んだものの金額では大きく拡大したことにも

表れている。投資の中心は引きつづき製造業のアジア向け投資だが，製造業

のなかでは繊維・衣服が大きくシェアを落とし，代わって電子をはじめ，機

械装備，輸送機械など機械関連業種の投資が大きく増加することとなった。

表２からこれら産業はアジア向けと並んで，米国，ヨーロッパ向け投資も拡

大していることがみてとれる。機械関連業種の大型投資が活発化した背景と
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表１ 韓国対外直接投資の産業

業

種

地域

年

アジア 北 米
ASEAN４ 中 国

件数（％） 金 額 （％）件数（％） 金 額 （％）件数（％） 金 額 （％）件数（％） 金 額

農
林
漁
業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１１
１３
４３
５６
２８

１．２
１．２
１．６
１．４
０．８

４６，３５８
１３，３４０
１４，６４７
２０，０８５
７，６８７

３．４
０．５
０．３
０．２
０．１

９
６
１０
９
５

１．０
０．６
０．４
０．２
０．１

４６，１４１
８，４７１
２，３４５
２，３０３
２，５８９

３．４
０．３
０．０
０．０
０．０

１
３０
４５
１９

０．０
０．１
１．１
１．１
０．５

１２２
１０，５１２
１２，５２４
４，１３７

０．０
０．０
０．２
０．１
０．０

１８
９
７
８
９

２．０
０．９
０．３
０．２
０．３

１９，３１９
１７，９０６
４，４３６
３，１４０
８，５３１

鉱

業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

５
２
１６
１０
１３

０．６
０．２
０．６
０．２
０．４

１３８，２２３
１１７，１５８
８９，８００
４５，９１５
２９，１１７

１０．２
４．４
１．９
０．４
０．３

５
１
３
３
３

０．６
０．１
０．１
０．１
０．１

１３８，２２３
１１６，７５８
８３，８３１
４０，３４５
２３，６２５

１０．２
４．４
１．８
０．４
０．２

１
１２
７
７

０．０
０．１
０．５
０．２
０．２

４００
３，９６９
４，４５０
４，１５７

０．０
０．０
０．１
０．０
０．０

７
２
３
３
０

０．８
０．２
０．１
０．１
０．０

１１６，８６９
２７，９４４
４８，６７６
６１，７５７
１５，４１５

製

造

業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

８１
４３４

１，７５０
２，４１２
１，５４８

９．０
４１．１
６５．７
５９．４
４４．５

８７，９３１
６３５，４０４
１，７６６，０８７
３，４３７，６６７
１，９４４，０４１

６．５
２４．０
３６．９
３２．６
１９．２

５４
２７９
３２９
２９２
１４８

６．０
２６．４
１２．３
７．２
４．３

７６，４１６
４８８，２３２
４２５，４１２
７４９，２９４
３８０，６６３

５．６
１８．５
８．９
７．１
３．８

９２
１，２１６
１，８１４
１，１９２

０．０
８．７
４５．６
４４．７
３４．３

６３，０５８
９４９，２８６
１，７５１，８５１
１，０４９，９６５

０．０
２．４
１９．９
１６．６
１０．４

４５
８０
８６
２０１
２８８

５．０
７．６
３．２
５．０
８．３

２６４，０４１
５４６，０３９
４９４，３７６
１，６５２，０７４
１，４３１，７３３

建

設

業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１９
７
３４
６９
３２

２．１
０．７
１．３
１．７
０．９

１，５３０
２，８５８
１９，０２８
１８７，５０９
１２５，４４２

０．１
０．１
０．４
１．８
１．２

１２
４
２０
３６
１５

１．３
０．４
０．８
０．９
０．４

８０６
５７９
４，４３３
３５，１２７
７３，５５５

０．１
０．０
０．１
０．３
０．７

０
１１
２３
５

０．０
０．０
０．４
０．６
０．１

０
１３，９５６
１１６，８９８
４３，９９１

０．０
０．０
０．３
１．１
０．４

１８
３
８
１２
１４

２．０
０．３
０．３
０．３
０．４

１７，４０４
２１，７６７
２９，７４５
４０，７１１
１３，１８５

卸
小
売
業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１１７
９０
１６０
１８７
１５２

１３．０
８．５
６．０
４．６
４．４

２２，６６９
４１，２７７
１８６，７７５
３３９，０１１
８９６，２５０

１．７
１．６
３．９
３．２
８．９

８
４
１４
２８
１５

０．９
０．４
０．５
０．７
０．４

７７７
４３６
２，３９２
１０，６４９
３４，１６５

０．１
０．０
０．１
０．１
０．３

１
３４
５８
５４

０．０
０．１
１．３
１．４
１．６

１００
５，５４５
６７，９８５
１７，５０６

０．０
０．０
０．１
０．６
０．２

２０５
１１２
１０３
１４６
２０４

２２．７
１０．６
３．９
３．６
５．９

９４，２９８
４２１，６３８
６７７，１８０
５００，００２
１，０６６，７７７

運
輸
倉
庫
業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１０
１２
２４
４９
３５

１．１
１．１
０．９
１．２
１．０

１，１２５
５，６５１
１５，７３９
６３，１９１
１７，２９９

０．１
０．２
０．３
０．６
０．２

０
０
０
１０
９

０．０
０．０
０．０
０．２
０．３

０
０
０

２，２８１
１，００２

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

１
１３
１８
８

０．０
０．１
０．５
０．４
０．２

５００
９，９０２
２７，９４６
７，０４４

０．０
０．０
０．２
０．３
０．１

１７
５
９
１４
５４

１．９
０．５
０．３
０．３
１．６

２，６０２
１，１５５
１２，１１９
７，９９６
２７，０７１

通

信

業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

０
１
２
１８
１８

０．０
０．１
０．１
０．４
０．５

０
２００
２，３００
３５０，９１７
５５，４９１

０．０
０．０
０．０
３．３
０．５

０
１
２
５
３

０．０
０．１
０．１
０．１
０．１

０
２００
２，３００
１７４，９３９
９，１９９

０．０
０．０
０．０
１．７
０．１

０
０
５
６

０．０
０．０
０．０
０．１
０．２

０
０

４４，９２９
３３，２９４

０．０
０．０
０．０
０．４
０．３

１
４
３３
２５

０．０
０．１
０．２
０．８
０．７

１８３
９，７７３
２３７，７２１
１１６，０７５

金
融
保
険
業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

０
０
０
０
４

０．０
０．０
０．０
０．０
０．１

０
０
０
０

１，１６８

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
０
２

０．０
０．０
０．０
０．０
０．１

０
０
０
０
４５０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
０
１

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
０

２１８

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

３
０
０
０
９

０．３
０．０
０．０
０．０
０．３

１，８３４
１４２
０
０

７，９９８
宿
泊
飲
食
店
業

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１
７
４６
８４
３０

０．１
０．７
１．７
２．１
０．９

１２４
２，４３５
４８，６９９
１７８，４０４
１０，８３５

０．０
０．１
１．０
１．７
０．１

０
３
２
２
３

０．０
０．３
０．１
０．０
０．１

０
１，２５０
６４７
２３０
３４８

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

３
４１
６８
２３

０．０
０．３
１．５
１．７
０．７

６７３
３１，３２６
１４８，６２７
８，２９３

０．０
０．０
０．７
１．４
０．１

３
１２
９
４６
８２

０．３
１．１
０．３
１．１
２．４

５，１６０
８８，３２０
４６，０７３
６９，３９９
６５，６１４

不
動
産
そ
の

他
サ
ー
ビ
ス

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

６
１５
４６
１０１
２０７

０．７
１．４
１．７
２．５
５．９

１，０１５
２５，２８８
２９，００２
３６６，６３０
３２１，２４７

０．１
１．０
０．６
３．５
３．２

０
７
５
１１
２６

０．０
０．７
０．２
０．３
０．７

０
２１，４４０
７，７２１
６１，２８５
２０，１２４

０．０
０．８
０．２
０．６
０．２

１
３２
５３
５０

０．０
０．１
１．２
１．３
１．４

１５０
１２，７９２
１１７，１１３
７６，４１０

０．０
０．０
０．３
１．１
０．８

１６
１８
２５
９４
３９１

１．８
１．７
０．９
２．３
１１．２

１７，６４４
５５，３９５
２５，８８７
２９９，８３２
３７５，５３１

計

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

２５０
５８１

２，１２１
２，９８７
２，０６８

２７．７
５５．１
７９．６
７３．６
５９．４

２９８，９７５
８４３，６１１
２，１７２，０７７
４，９８９，４４９
３，４１０，２５９

２２．１
３１．９
４５．４
４７．３
３３．７

８８
３０５
３８５
３９６
２２９

９．８
２８．９
１４．５
９．８
６．６

２６２，３６３
６３７，３６６
５２９，０８１
１，０７６，４５３
５４５，７２０

１９．４
２４．１
１１．１
１０．２
５．４

１００
１，３８９
２，０９２
１，３６５

０．０
９．５
５２．１
５１．５
３９．２

６５，００３
１，０３７，２８８
２，２９２，４４３
１，２４５，７１５

０．０
２．５
２１．７
２１．７
１２．３

３３２
２４２
２５４
５５７
１，０７７

３６．８
２２．９
９．５
１３．７
３１．０

５３９，１７１
１，１８０，４８９
１，３４８，２６５
２，８７２，６３２
３，１２８，０６０

（出所）図１に同じ。

３２★



別・地域別分布（実績ベース） （単位：件，１，０００米ドル）

中南米 ヨーロッパ その他 計

（％）件数（％） 金 額 （％）件数（％） 金 額 （％）件数（％）金 額（％）件数 （％） 金 額 （％）

１．４
０．７
０．１
０．０
０．１

２５
２５
１６
６
１

２．８
２．４
０．６
０．１
０．０

８，８１４
５９，１１５
２１，１０７
１９，７６５
３，１２１

０．７
２．２
０．４
０．２
０．０

１
０
８
６
２

０．１
０．０
０．３
０．１
０．１

４０
０

２，５９４
５，８５１
２８７

０．０
０．０
０．１
０．１
０．０

２４
７
６
７
４

２．７
０．７
０．２
０．２
０．１

３５，８７１
４２，３１４
９，１３１
７，４６２
１８，００６

２．６
１．６
０．２
０．１
０．２

７９
５４
８０
８３
４４

８．８
５．１
３．０
２．０
１．３

１１０，４０２
１３２，６７５
５１，９１５
５６，３０３
３７，６３２

８．２
５．０
１．１
０．５
０．４

８．６
１．１
１．０
０．６
０．２

１
２
６
４

０．０
０．１
０．１
０．１
０．１

３１，１２９
１３，９３７
９２，２８８
１０３，８３２

０．０
１．２
０．３
０．９
１．０

１
２
０
２
０

０．１
０．２
０．０
０．０
０．０

４８，８９４
１３，２５１
１，０００
９０，１２１
３７，６２４

３．６
０．５
０．０
０．９
０．４

６
３
１０
１４
９

０．７
０．３
０．４
０．３
０．３

２６５，７０３
１６１，３５１
２５５，７８４
２４３，８７６
６２，７３７

１９．６
６．１
５．４
２．３
０．６

１９
１０
３１
３５
２６

２．１
０．９
１．２
０．９
０．７

５６９，６８９
３５０，８３３
４０９，１９７
５３３，９５７
２４８，７２５

４２．１
１３．３
８．６
５．１
２．５

１９．５
２０．７
１０．３
１５．７
１４．１

３０
５７
５３
５５
４３

３．３
５．４
２．０
１．４
１．２

１７，０３０
６５，０３９
７５，０５８
３４３，３７２
１８７，９１５

１．３
２．５
１．６
３．３
１．９

１３
３０
４７
１０１
４９

１．４
２．８
１．８
２．５
１．４

１６，２９７
１０７，９８５
２９１，２２０
７３１，６１５
６０２，０９０

１．２
４．１
６．１
６．９
５．９

３４
２０
２５
５４
３２

３．８
１．９
０．９
１．３
０．９

３６，７１３
１６，２５７
７８，１４９
６２，１８５
７９，０７９

２．７
０．６
１．６
０．６
０．８

２０３
６２１
１，９６１
２，８２３
１，９６０

２２．５
５８．９
７３．６
６９．５
５６．３

４２２，０１２
１，３７０，７２４
２，７０４，８９０
６，２２６，９１３
４，２４４，８５８

３１．２
５１．８
５６．６
５９．０
４１．９

１．３
０．８
０．６
０．４
０．１

０
４
３
５

０．０
０．０
０．２
０．１
０．１

０
１，８２１
２，２３５
１０，８１３

０．０
０．０
０．０
０．０
０．１

０
１
０
５
１

０．０
０．１
０．０
０．１
０．０

０
４５
０

５，５７３
１，５０１

０．０
０．０
０．０
０．１
０．０

４０
３
５
１２
４

４．４
０．３
０．２
０．３
０．１

３５，４７０
５，８３７
１，７１８
９，３４９
２７，０２４

２．６
０．２
０．０
０．１
０．３

７７
１４
５１
１０１
５６

８．５
１．３
１．９
２．５
１．６

５４，４０４
３０，５０７
５２，３１２
２４５，３７７
１７７，９６５

４．０
１．２
１．１
２．３
１．８

７．０
１５．９
１４．２
４．７
１０．５

５
４
１５
１７
１１

０．６
０．４
０．６
０．４
０．３

３，１５０
１，８２５
１６，５９１
３１，７０４
１０３，５２３

０．２
０．１
０．３
０．３
１．０

７３
３３
５６
６４
３７

８．１
３．１
２．１
１．６
１．１

２３，５８０
４９，３８２
３７０，４７７
３９８，１８６
６０２，９６２

１．７
１．９
７．７
３．８
６．０

３３
１２
１０
５８
２７

３．７
１．１
０．４
１．４
０．８

１５，５０１
３，３９３
４８，７２０
７４，７５８
１４８，９６６

１．１
０．１
１．０
０．７
１．５

４３３
２５１
３４４
４７２
４３１

４８．０
２３．８
１２．９
１１．６
１２．４

１５９，１９８
５１７，５１５
１，２９９，７４３
１，３４３，６６１
２，８１８，４７８

１１．８
１９．６
２７．２
１２．７
２７．８

０．２
０．０
０．３
０．１
０．３

２
３
３
３
３

０．２
０．３
０．１
０．１
０．１

２００
６，３４０
９００

６，０２５
２２，８４０

０．０
０．２
０．０
０．１
０．２

３
１
２
７
１０

０．３
０．１
０．１
０．２
０．３

２２０
３４０
１，０６８
１６，８６６
５，２３３

０．０
０．０
０．０
０．２
０．１

３
１
３
１１
７

０．３
０．１
０．１
０．３
０．２

１，１９７
３８
５８１
１，９５５
５８４

０．１
０．０
０．０
０．０
０．０

３５
２２
４１
８４
１０９

３．９
２．１
１．５
２．１
３．１

５，３４４
１３，５２４
３０，４０７
９６，０３３
７３，０２７

０．４
０．５
０．６
０．９
０．７

０．０
０．０
０．２
２．３
１．１

０
０
６
１

０．０
０．０
０．０
０．１
０．０

０
０

１１７，７１０
１０，２６７

０．０
０．０
０．０
１．１
０．１

０
０
７
４

０．０
０．０
０．０
０．２
０．１

０
０

１６３，６４３
４９，２５５

０．０
０．０
０．０
１．６
０．５

０
０
０
２
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０

１０，６４８
０

０．０
０．０
０．０
０．１
０．０

２
６
６６
４８

０．０
０．２
０．２
１．６
１．４

３８３
１２，０７３
８８０，６３９
２３１，０８８

０．０
０．０
０．３
８．３
２．３

０．１
０．０
０．０
０．０
０．１

０
０
１
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
５
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
１

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０

１，５５０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
０
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
０
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

３
０
０
１
１４

０．３
０．０
０．０
０．０
０．４

１，８３４
１４２
０
５

１０，７１６

０．１
０．０
０．０
０．０
０．１

０．４
３．３
１．０
０．７
０．６

１
０
０
０
０

０．１
０．０
０．０
０．０
０．０

１，６１０
３９０
０
０
０

０．１
０．０
０．０
０．０
０．０

１
１
２
９
２

０．１
０．１
０．１
０．２
０．１

１５０
３０２
３，５２９
４０，１２９
６，８５４

０．０
０．０
０．１
０．４
０．１

３
１６
８
２３
１４

０．３
１．５
０．３
０．６
０．４

４２９
４９，１６０
５９，０３３
６６，０８０
４，１４８

０．０
１．９
１．２
０．６
０．０

９
３６
６５
１６２
１２８

１．０
３．４
２．４
４．０
３．７

７，４７３
１４０，６０７
１５７，３３４
３５４，０１２
８７，４５１

０．６
５．３
３．３
３．４
０．９

１．３
２．１
０．５
２．８
３．７

８
０
０
３
１１

０．９
０．０
０．０
０．１
０．３

１，１７７
０
０

２１，２４８
１，３６９，５７９

０．１
０．０
０．０
０．２
１３．５

４
４
１０
３３

０．０
０．４
０．２
０．２
０．９

１，３５６
５，３３５
７２，４７９
９２，５４６

０．０
０．１
０．１
０．７
０．９

１４
８
１０
２３
１９

１．６
０．８
０．４
０．６
０．５

４，１６３
５，０２３
２，５００
５２，７３３
３２，１２１

０．３
０．２
０．１
０．５
０．３

４４
４５
８５
２３１
６６１

４．９
４．３
３．２
５．７
１９．０

２３，９９９
８７，０６２
６２，７２４
８１２，９２２
２，１９１，０２４

１．８
３．３
１．３
７．７
２１．６

３９．８
４４．６
２８．２
２７．２
３０．９

７１
９０
９３
１００
７９

７．９
８．５
３．５
２．５
２．３

３１，９８１
１６３，８３８
１２９，４１４
６３４，３５２

１，８１１，８９０

２．４
６．２
２．７
６．０
１７．９

９２
７２
１１９
２１１
１３９

１０．２
６．８
４．５
５．２
４．０

８９，１８１
１７２，６６１
６７５，２２３
１，５２４，４６３
１，３９９，９０２

６．６
６．５
１４．１
１４．４
１３．８

１５７
７０
７７
２０４
１１６

１７．４
６．６
２．９
５．０
３．３

３９５，０４７
２８３，３７３
４５５，６１６
５２９，０４６
３７２，６６５

２９．２
１０．７
９．５
５．０
３．７

９０２
１，０５５
２，６６４
４，０５９
３，４７９

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

１，３５４，３５５
２，６４３，９７２
４，７８０，５９５
１０，５４９，９４２
１０，１２２，７７６

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
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表２ 韓国製造業対外直接投資の

業
種

地域

年

アジア 北 米ASEAN４ 中 国
件数（％） 金 額 （％）件数（％）金 額（％）件数（％） 金 額 （％）件数（％） 金 額

飲
食
料
品

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

５
１６
１１２
２０３
１０１

２．５
２．６
５．７
７．２
５．２

８，８５９
６２，８８７
７０，６８０
２０７，０７４
８１，６２９

２．１
４．６
２．６
３．３
１．９

４
７
１１
１５
４

２．０
１．１
０．６
０．５
０．２

８，８０９
５５，９２１
３２，４５５
６８，６６７
３３，２０５

２．１
４．１
１．２
１．１
０．８

０
７
９７
１６３
１０３

０．０
１．１
４．９
５．８
５．３

０
６，２２１
３７，０００
１１４，３１８
３３，１０３

０．０
０．５
１．４
１．８
０．８

７
６
６
９
２０

３．４
１．０
０．３
０．３
１．０

５，２４４
１２，１７０
４，１７８
１２，６２８
４４，７４９

繊
維
衣
服

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１６
１０７
４９０
４７４
３４０

７．９
１７．２
２５．０
１６．８
１７．３

４，８２２
１５５，３０９
４１６，５６２
５５３，８４４
２５８，９８４

１．１
１１．３
１５．４
８．９
６．１

９
７５
７７
２９
２３

４．４
１２．１
３．９
１．０
１．２

３，６２７
１０２，２１５
１０３，０８４
４０，３１０
６７，９８１

０．９
７．５
３．８
０．６
１．６

０
１９
３４５
３７５
３０６

０．０
３．１
１７．６
１３．３
１５．６

０
８，９０７
２２２，３０１
２７６，９７７
７３，５１８

０．０
０．６
８．２
４．４
１．７

１２
１１
１８
３０
５１

５．９
１．８
０．９
１．１
２．６

１３，９４１
１３，０２４
２３，４７２
２９，５１５
６０，７０４

靴
革
製
品

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

９
３６
１４２
１６１
１２７

４．４
５．８
７．２
５．７
６．５

７，５４７
４０，４９５
９９，３０６
１３４，４９７
５７，７８２

１．８
３．０
３．７
２．２
１．４

７
１９
３５
１７
１２

３．４
３．１
１．８
０．６
０．６

６，９３６
２８，３７５
１８，７９５
１７，２３４
５，１３７

１．６
２．１
０．７
０．３
０．１

０
１０
８８
１１６
１２８

０．０
１．６
４．５
４．１
６．５

０
１０，４０５
６８，１０９
７９，２０３
４６，０８５

０．０
０．８
２．５
１．３
１．１

１
５
３
９
４

０．５
０．８
０．２
０．３
０．２

２００
８，１６８
１，１４０
２，５５３
６，８６０

木
材
加
工

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

７
１９
６８
１１８
５１

３．４
３．１
３．５
４．２
２．６

７，８６１
１４，９９０
４６，８８４
５８，９２６
１１，２５７

１．９
１．１
１．７
０．９
０．３

７
１４
１４
８
８

３．４
２．３
０．７
０．３
０．４

７，８６１
１４，５９３
２５，７６９
２５，９７９
１，９３５

１．９
１．１
１．０
０．４
０．０

０
４
５１
１０７
５６

０．０
０．６
２．６
３．８
２．９

０
３４７

１４，５２６
３２，４５４
１１，７６７

０．０
０．０
０．５
０．５
０．３

２
３
４
３
２

１．０
０．５
０．２
０．１
０．１

６，０００
２０，６４２
１３，３６７
９，３９７
１０，０７０

紙
印
刷

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

０
１１
４０
６４
３４

０．０
１．８
２．０
２．３
１．７

０
１０，２７９
４３，２９０
８０，０６７
３５，０３８

０．０
０．７
１．６
１．３
０．８

０
１０
１２
７
３

０．０
１．６
０．６
０．２
０．２

０
９，９７５
３２，４９１
３０，８５７
５１５

０．０
０．７
１．２
０．５
０．０

０
０
２５
４７
２６

０．０
０．０
１．３
１．７
１．３

０
０

９，５９５
４２，９５７
９，１８８

０．０
０．０
０．４
０．７
０．２

３
５
４
６
８

１．５
０．８
０．２
０．２
０．４

１０，７１６
１５，９７５
１６，４７８
１８，２４７
６，３８５

石
油
・
化
学

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

７
４４
１５６
２３５
１３１

３．４
７．１
８．０
８．３
６．７

７，７０１
９６，６０８
１１０，６２０
３２７，０２６
１８９，４６０

１．８
７．０
４．１
５．３
４．５

５
３６
４５
３８
２１

２．５
５．８
２．３
１．３
１．１

５，７７７
８１，２１７
４０，７４４
４７，０４０
２０，９０４

１．４
５．９
１．５
０．８
０．５

０
２
９７
１６７
１１７

０．０
０．３
４．９
５．９
６．０

０
６，１００
４４，５１９
２００，８４１
１６８，１６５

０．０
０．４
１．６
３．２
４．０

２
１１
７
１９
２５

１．０
１．８
０．４
０．７
１．３

２，０１０
３１，３５１
３１，３２７
５４，９１５
３０４，０９６

非
金
属
鉱
物

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

５
１７
７８
１１７
４５

２．５
２．７
４．０
４．１
２．３

３１，８８３
２１，０５３
１２０，２７５
１８０，７２４
３４，４１７

７．６
１．５
４．４
２．９
０．８

３
７
１２
１１
１

１．５
１．１
０．６
０．４
０．１

２８，１１８
１１，５６２
１９，０３６
５８，６７４
２，８６９

６．７
０．８
０．７
０．９
０．１

０
５
５７
８６
５１

０．０
０．８
２．９
３．０
２．６

０
２，８０７
８９，７２７
１１６，５３５
３５，７０９

０．０
０．２
３．３
１．９
０．８

１
２
０
３
２

０．５
０．３
０．０
０．１
０．１

２４０
４１，８５０
１３，０００
９３５
３，５３１

一
次
金
属

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

２
７
４７
７８
３２

１．０
１．１
２．４
２．８
１．６

４，９５４
１１，４５６
２８，０４２
２０５，３４４
６６，９９８

１．２
０．８
１．０
３．３
１．６

１
４
１２
１１
３

０．５
０．６
０．６
０．４
０．２

４，８５３
１０，４３５
２，５０６
２８，９４７
２２，１５５

１．１
０．８
０．１
０．５
０．５

０
１
２６
５２
３１

０．０
０．２
１．３
１．８
１．６

０
４００

１１，６５８
１４３，７６８
３４，２９０

０．０
０．０
０．４
２．３
０．８

２
６
３
７
６

１．０
１．０
０．２
０．２
０．３

１５５，１２０
１８３，０７０
１５９，９６５
１７１，５０７
８３，３９９

組
立
金
属

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１
１２
７１
１２３
６０

０．５
１．９
３．６
４．４
３．１

８０５
３８，５３５
４４，６０６
８０，８４１
３１，１９０

０．２
２．８
１．６
１．３
０．７

０
８
９
１３
８

０．０
１．３
０．５
０．５
０．４

０
３７，７３４
７，７６４
２９，２４２
３，１１２

０．０
２．８
０．３
０．５
０．１

０
１
５６
９６
５６

０．０
０．２
２．９
３．４
２．９

０
３７

３４，２６７
３９，５５７
２４，９９１

０．０
０．０
１．３
０．６
０．６

６
４
６
１３
１２

３．０
０．６
０．３
０．５
０．６

３０，４００
１１，２０４
１６６，２１８
１２，３１７
１７，１３５

機
械
装
備

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１
２５
１２０
２４１
１４７

０．５
４．０
６．１
８．５
７．５

１１３
１７，４０７
１１６，０９２
２２０，７２３
１０２，６６４

０．０
１．３
４．３
３．５
２．４

０
１６
３０
３３
２１

０．０
２．６
１．５
１．２
１．１

０
１４，３３２
２２，８３４
２７，５９９
１５，７９７

０．０
１．０
０．８
０．４
０．４

０
５
８２
１８２
１３３

０．０
０．８
４．２
６．４
６．８

０
２，１１５
８６，０６１
１５８，６５８
６３，４４８

０．０
０．２
３．２
２．５
１．５

３
１１
９
３７
３５

１．５
１．８
０．５
１．３
１．８

３，６００
１２，１６０
１７，４６７
３６２，７２８
４５７，５８２

電
子（
注
）

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１０
４２
１５０
２６６
１８５

４．９
６．８
７．６
９．４
９．４

７，２２３
９６，９３５
３５３，７６１
７９７，２４６
７４６，３８３

１．７
７．１
１３．１
１２．８
１７．６

８
２８
３３
６４
２９

３．９
４．５
１．７
２．３
１．５

５，２４３
８０，２２２
８９，０７１
３０７，１６９
１９８，３０７

１．２
５．９
３．３
４．９
４．７

０
９
９６
１７７
１６８

０．０
１．４
４．９
６．３
８．６

０
７，１５７
１８５，１００
３３８，３３９
４８４，２９３

０．０
０．５
６．８
５．４
１１．４

４
６
１５
４４
７７

２．０
１．０
０．８
１．６
３．９

１５，１１３
２１，３４４
３４，７５２
９５０，１９１
４１２，７３５

輸
送
機
械

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

０
８
４９
１０６
５４

０．０
１．３
２．５
３．８
２．８

０
１５，８４６
１７３，５４１
４０９，３５７
２０１，９８０

０．０
１．２
６．４
６．６
４．８

０
６
９
２８
３

０．０
１．０
０．５
１．０
０．２

０
１２，２１０
１０，７７１
５２，７３８
３６５

０．０
０．９
０．４
０．８
０．０

０
２
３６
６６
５０

０．０
０．３
１．８
２．３
２．６

０
３，６３６
４４，４３２
１１６，０８９
１２８，９６８

０．０
０．３
１．６
１．９
３．０

１
１
４
３
２

０．５
０．２
０．２
０．１
０．１

２０，９０７
１６６，６１０
４，４０８
３，６７３
１７３

そ
の
他

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

１８
９０
２２７
２２６
２４１

８．９
１４．５
１１．６
８．０
１２．３

６，１６３
５３，６０４
１４２，４２８
１８１，９９８
１２６，２５９

１．５
３．９
５．３
２．９
３．０

１０
４９
３０
１８
１２

４．９
７．９
１．５
０．６
０．６

５，１９２
２９，４４１
２０，０９２
１４，８３８
８，３８１

１．２
２．１
０．７
０．２
０．２

０
２７
１６０
１８０
２５７

０．０
４．３
８．２
６．４
１３．１

０
１４，９２６
１０１，９９１
９２，１５５
４９，７７７

０．０
１．１
３．８
１．５
１．２

１
９
７
１８
４４

０．５
１．４
０．４
０．６
２．２

５５０
８，４７１
８，６０４
２３，４６８
２４，３１４

合

計

�８８
８９�９１
９２�９４
９５�９７
９８�２０００

８１
４３４
１，７５０
２，４１２
１，５４８

３９．９
６９．９
８９．２
８５．４
７９．０

８７，９３１
６３５，４０４
１，７６６，０８７
３，４３７，６６７
１，９４４，０４１

２０．８
４６．４
６５．３
５５．２
４５．８

５４
２７９
３２９
２９２
１４８

２６．６
４４．９
１６．８
１０．３
７．６

７６，４１６
４８８，２３２
４２５，４１２
７４９，２９４
３８０，６６３

１８．１
３５．６
１５．７
１２．０
９．０

０
９２

１，２１６
１，８１４
１，４８２

０．０
１４．８
６２．０
６４．３
７５．６

０
６３，０５８
９４９，２８６
１，７５１，８５１
１，１６３，３０２

０．０
４．６
３５．１
２８．１
２７．４

４５
８０
８６
２０１
２８８

２２．２
１２．９
４．４
７．１
１４．７

２６４，０４１
５４６，０３９
４９４，３７６
１，６５２，０７４
１，４３１，７３３

（注）通信装備産業も含む。
（出所）図１に同じ。

３４★



業種別・地域別分布（実績ベース） （単位：件，１，０００米ドル）

中南米 欧 州 その他 総 計

（％）件数（％）金 額（％）件数（％）金 額（％）件数（％）金 額（％）件数 （％） 金 額 （％）
１．２
０．９
０．２
０．２
１．１

３
４
５
７
１

１．５
０．６
０．３
０．２
０．１

６７９
９０９
７，８６５
１０，８６２
１７，８９５

０．２
０．１
０．３
０．２
０．４

１
２
３
４
１

０．５
０．３
０．２
０．１
０．１

１２９
３７７
７，９３２
１６，５０９
６，５００

０．０
０．０
０．３
０．３
０．２

３
１
２
９
６

１．５
０．２
０．１
０．３
０．３

８６８
６８４
６７８

１１，８９８
８，８９７

０．２
０．０
０．０
０．２
０．２

１９
２９
１２８
２３２
１２９

９．４
４．７
６．５
８．２
６．６

１５，７７９
７７，０２７
９１，３３３
２５８，９７１
１５９，６７０

３．７
５．６
３．４
４．２
３．８

３．３
１．０
０．９
０．５
１．４

２３
４３
２９
１５
２８

１１．３
６．９
１．５
０．５
１．４

１４，６８７
４９，０５７
４７，２６３
６４，７８１
４０，１８９

３．５
３．６
１．７
１．０
０．９

０
２
７
７
１４

０．０
０．３
０．４
０．２
０．７

０
１，７００
２，１８１
５，２６１
９，５８１

０．０
０．１
０．１
０．１
０．２

１３
５
４
１２
４

６．４
０．８
０．２
０．４
０．２

５，１１４
４，４１５
５３，４４７
１４，００１
７，５８８

１．２
０．３
２．０
０．２
０．２

６４
１６８
５４８
５３８
４３７

３１．５
２７．１
２７．９
１９．１
２２．３

３８，５６４
２２３，５０５
５４２，９２５
６６７，４０２
３７７，０４６

９．１
１６．３
２０．１
１０．７
８．９

０．０
０．６
０．０
０．０
０．２

４
３
５
４
１

２．０
０．５
０．３
０．１
０．１

１，６６４
３，７３７
５，５０５
７，９９６
４０９

０．４
０．３
０．２
０．１
０．０

０
０
２
３
０

０．０
０．０
０．１
０．１
０．０

０
０

６，７５５
９２３
０

０．０
０．０
０．２
０．０
０．０

１
１
４
０
０

０．５
０．２
０．２
０．０
０．０

５０
１，９００
１８，９３０
１，７１０
０

０．０
０．１
０．７
０．０
０．０

１５
４５
１５６
１７７
１３２

７．４
７．２
８．０
６．３
６．７

９，４６１
５４，３００
１３１，６３６
１４７，６７９
６５，０５１

２．２
４．０
４．９
２．４
１．５

１．４
１．５
０．５
０．２
０．２

０
０
２
１
１

０．０
０．０
０．１
０．０
０．１

０
０

２，６３５
２，２６８
１，０２０

０．０
０．０
０．１
０．０
０．０

０
２
０
１
０

０．０
０．３
０．０
０．０
０．０

０
１６，１５１

０
４０
０

０．０
１．２
０．０
０．０
０．０

１
２
１
６
３

０．５
０．３
０．１
０．２
０．２

１７０
５５１
３７０
１，９９９
３，６６０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．１

１０
２６
７５
１２９
５７

４．９
４．２
３．８
４．６
２．９

１４，０３１
５２，３３４
６３，２５６
７２，６３０
２６，００７

３．３
３．８
２．３
１．２
０．６

２．５
１．２
０．６
０．３
０．２

０
１
１
０
２

０．０
０．２
０．１
０．０
０．１

０
１０８
３９１
０
４１０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

２
０
３
０
０

１．０
０．０
０．２
０．０
０．０

４，７７９
１８，０００
１，７８０
０

２２，５００

１．１
１．３
０．１
０．０
０．５

１
１
０
１
２

０．５
０．２
０．０
０．０
０．１

１，３４８
６８９
０
１９１
４４０

０．３
０．１
０．０
０．０
０．０

６
１８
４８
７１
４６

３．０
２．９
２．４
２．５
２．３

１６，８４３
４５，０５１
６１，９３９
９８，５０５
６４，７７３

４．０
３．３
２．３
１．６
１．５

０．５
２．３
１．２
０．９
７．２

０
２
３
５
０

０．０
０．３
０．２
０．２
０．０

０
１，１４４
７１５

３４，７３０
２３，８９８

０．０
０．１
０．０
０．６
０．６

１
３
４
９
５

０．５
０．５
０．２
０．３
０．３

２，１４０
７，３８７
１７，３００
３７，２７３
２４，５８７

０．５
０．５
０．６
０．６
０．６

４
２
３
１
０

２．０
０．３
０．２
０．０
０．０

２０，３０３
４３７
５４５
１０９
０

４．８
０．０
０．０
０．０
０．０

１４
６２
１７３
２６９
１６１

６．９
１０．０
８．８
９．５
８．２

３２，１５４
１３６，９２７
１６０，５０７
４５４，０５３
５４２，０４１

７．６
１０．０
５．９
７．３
１２．８

０．１
３．１
０．５
０．０
０．１

０
０
１
１
０

０．０
０．０
０．１
０．０
０．０

０
０
８００
８３３
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
３
１
２

０．０
０．０
０．２
０．０
０．１

０
０

１３，４９２
１３，６００
９，９５０

０．０
０．０
０．５
０．２
０．２

１
２
０
２
１

０．５
０．３
０．０
０．１
０．１

１６５
４，３０４
０

３，５１３
８，００３

０．０
０．３
０．０
０．１
０．２

７
２１
８２
１２４
５０

３．４
３．４
４．２
４．４
２．６

３２，２８８
６７，２０７
１４７，５６７
１９９，６０５
５５，９０１

７．７
４．９
５．５
３．２
１．３

３６．８
１３．４
５．９
２．８
２．０

０
０
１
４
０

０．０
０．０
０．１
０．１
０．０

０
０
４２

７５，５６７
０

０．０
０．０
０．０
１．２
０．０

１
１
１
４
０

０．５
０．２
０．１
０．１
０．０

２２２
８００
９７６

１０，８９６
２，０００

０．１
０．１
０．０
０．２
０．０

３
１
１
２
１

１．５
０．２
０．１
０．１
０．１

４，７９６
５５
６６６
１，０７２
９２５

１．１
０．０
０．０
０．０
０．０

８
１５
５３
９５
３９

３．９
２．４
２．７
３．４
２．０

１６５，０９２
１９５，３８１
１８９，６９１
４６４，３８６
１５３，３２２

３９．１
１４．３
７．０
７．５
３．６

７．２
０．８
６．１
０．２
０．４

０
０
１
３
１

０．０
０．０
０．１
０．１
０．１

０
０
３１９
２，０１５
２，０４５

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
５
０

０．０
０．０
０．０
０．２
０．０

０
０
０
８９８
８

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

０
０
０
４
１

０．０
０．０
０．０
０．１
０．１

０
０
０

２，８７３
１，６１３

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

７
１６
７８
１４８
７４

３．４
２．６
４．０
５．２
３．８

３１，２０５
４９，７３９
２１１，１４３
９８，９４４
５１，９９１

７．４
３．６
７．８
１．６
１．２

０．９
０．９
０．６
５．８
１０．８

０
２
１
４
５

０．０
０．３
０．１
０．１
０．３

０
２３８
４６

６，０５０
７９３

０．０
０．０
０．０
０．１
０．０

０
３
１
１６
８

０．０
０．５
０．１
０．６
０．４

０
４，８６８
９，４６５
２９，７４２
１７，６２６

０．０
０．４
０．３
０．５
０．４

１
０
０
３
３

０．５
０．０
０．０
０．１
０．２

２５５
０
０
３８７
８２４

０．１
０．０
０．０
０．０
０．０

５
４１
１３１
３０１
１９８

２．５
６．６
６．７
１０．７
１０．１

３，９６８
３４，６７３
１４３，０７０
６１９，６３０
５７９，４８９

０．９
２．５
５．３
１０．０
１３．７

３．６
１．６
１．３
１５．３
９．７

０
１
１
８
２

０．０
０．２
０．１
０．３
０．１

０
９，８００
７，４５０
１３７，７８７
９８，６００

０．０
０．７
０．３
２．２
２．３

７
１３
１１
２４
６

３．４
２．１
０．６
０．９
０．３

７，６７７
２９，８７９
１７２，０４８
２０３，２７４
１４６，６６７

１．８
２．２
６．４
３．３
３．５

１
４
４
１
５

０．５
０．６
０．２
０．０
０．３

４４
３，２１０
１，４９２
３，１９９
４２，１９４

０．０
０．２
０．１
０．１
１．０

２２
６６
１８１
３４３
２７５

１０．８
１０．６
９．２
１２．２
１４．０

３０，０５７
１６１，１６８
５６９，５０３
２，０９１，６９７
１，４４６，５７９

７．１
１１．８
２１．１
３３．６
３４．１

５．０
１２．２
０．２
０．１
０．０

０
０
１
１
０

０．０
０．０
０．１
０．０
０．０

０
０
７６１
２５０
０

０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

１
１
５
２０
４

０．５
０．２
０．３
０．７
０．２

１，３５０
２６，２０１
５５，７８１
３６１，９９４
３５４，６９７

０．３
１．９
２．１
５．８
８．４

１
０
２
２
３

０．５
０．０
０．１
０．１
０．２

１０
０

１，５１５
１９，２２１
３，７４３

０．０
０．０
０．１
０．３
０．１

３
１０
６１
１３２
６３

１．５
１．６
３．１
４．７
３．２

２２，２６７
２０８，６５７
２３６，００６
７９４，４９５
５６０，５９３

５．３
１５．２
８．７
１２．８
１３．２

０．１
０．６
０．３
０．４
０．６

０
１
２
２
２

０．０
０．２
０．１
０．１
０．１

０
４６

１，２６６
２３３
２，６５６

０．０
０．０
０．０
０．０
０．１

０
３
７
７
９

０．０
０．５
０．４
０．２
０．５

０
２，６２２
３，５１０
５１，２０５
７，９７４

０．０
０．２
０．１
０．８
０．２

４
１
４
１１
３

２．０
０．２
０．２
０．４
０．２

３，５９０
１２
５０６
２，０１２
１，１９２

０．９
０．０
０．０
０．０
０．０

２３
１０４
２４７
２６４
２９９

１１．３
１６．７
１２．６
９．４
１５．３

１０，３０３
６４，７５５
１５６，３１４
２５８，９１６
１６２，３９５

２．４
４．７
５．８
４．２
３．８

６２．６
３９．８
１８．３
２６．５
３３．７

３０
５７
５３
５５
４３

１４．８
９．２
２．７
１．９
２．２

１７，０３０
６５，０３９
７５，０５８
３４３，３７２
１８７，９１５

４．０
４．７
２．８
５．５
４．４

１３
３０
４７
１０１
４９

６．４
４．８
２．４
３．６
２．５

１６，２９７
１０７，９８５
２９１，２２０
７３１，６１５
６０２，０９０

３．９
７．９
１０．８
１１．７
１４．２

３４
２０
２５
５４
３２

１６．７
３．２
１．３
１．９
１．６

３６，７１３
１６，２５７
７８，１４９
６２，１８５
７９，０７９

８．７
１．２
２．９
１．０
１．９

２０３
６２１
１，９６１
２，８２３
１，９６０

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

４２２，０１２
１，３７０，７２４
２，７０４，８９０
６，２２６，９１３
４，２４４，８５８

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
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しては，金融自由化が進展し，大企業が資金調達能力を向上させる一方で，

国内では景気過熱により労働コストのみならず資金コスト・輸送コストなど

各種コスト高が深刻になり，対外投資が装置型産業にも及んだこと，先進国

向けM&Aが活発化したことなどがあげられる。詳しくは第Ⅳ節で検討す

る。

３．通貨危機後の調整局面

通貨危機にいたった１９９７年に直接投資は調整段階に入った。９８年に件数

が大きく落ち込んだにもかかわらず金額で増加したのは，金融不安に陥った

アジア諸国の現地法人に対して資本注入を行なった結果である。その後，景

気が回復し，通貨危機で失墜した韓国経済の対外信任度が徐々に回復するに

つれて，直接投資も再び増加に転じている。投資先としては通貨危機のアジ

ア全体への波及の影響を受け，アジア向けが減少することになった。代わっ

て北米向け投資が件数・金額とも全体の３割にまで達した。

産業別では製造業向け投資が落ち込み，卸売・小売業，不動産・その他サ

ービス業など，サービス業関連の投資が拡大している。製造業投資が落ち込

むなかで，電子・通信設備分野の中国向け投資額が拡大していることは注目

される。

Ⅱ 韓国の電子産業の発展過程

以下では，直接投資のなかで主導的な位置を占めている電子産業に焦点を

あてて，各企業の海外進出について分析を行なっていくが，本節ではまず韓

国の電子産業の発展過程を概観する。
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１．民生機器部門

韓国における本格的な電子産業の発展は，１９５９年の金星社によるラジオ

の組立生産から始まる。６１年にはラジオ輸入が禁止されるとともに，６２年

には農漁村へのラジオ普及運動が活発に展開され，ラジオ生産は飛躍的に拡

大をとげた（５）。６２年には香港向けにラジオの輸出が開始され，その後急速

に拡大した結果，７４年のラジオ輸出は約４００万台に達した（６）。７０年代半ば

以降，ラジオの輸出は伸び悩んだが，代わってテープレコーダー，カーステ

レオ，オーディオ類が主力輸出商品として成長を遂げていった（表３）。

ラジオ等音響製品と並んで，韓国の民生機器輸出を牽引したのはテレビで

表３ 韓国電子産業の品目別輸出構造 （単位：１，０００ドル，％）

品 目
１９７７ １９８１ １９８７ １９９９

金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア 金 額 シェア

民生用機器
テレビ
VTR
コンポ・オーディオ＊

レコーダー・カーステレオ
電子レンジ

４５５，７３６
９９，０４４

―
９８，２３０
９９，３６７

４２．８
９．３
―
９．２
９．３
０．０

１，１２４，１１１
４８８，７５４

―
１７８，７９７
３１０，１２３
２２，８７８

５０．９
２２．１
―
８．１
１４．０
１．０

４，９３９，２８０
１，２９６，８７６
８９５，１７４
２６５，６６２
１，０４４，８５５
６３９，０５１

４４．１
１１．６
８．０
２．４
９．３
５．７

６，５４０，４２１
１，０１３，９５６
７５０，０２１
２８２，６４６
２４９，９１１
７５３，７１９

１２．６
２．０
１．４
０．５
０．５
１．５

産業用機器
パーソナルコンピュータ
コンピュータ周辺機器
モニター

有線通信機
無線通信機

６３，０１８
―
n.a.
―

７，１８２
３３，２８３

５．９
―
n.a.
―
０．７
３．１

１４４，９８４
０

１１，７１５
―

４１，４７５
４４，４１９

６．６
０．０
０．５
―
１．９
２．０

２，０２４，２２１
３５３，０４５
６５４，４７５

n.a.
５６６，５６７
２０８，８３０

１８．１
３．２
５．８
n.a.
５．１
１．９

１７，３０８，７７８
１，８６０，８３７
８，２７７，６５２
３，３９０，７４５
７２２，７２２
５，４５２，０８５

３３．４
３．６
１６．０
６．５
１．４
１０．５

電子部品
IC
その他半導体素子
受動部品
機能・機構部品

５４４，９８９
２０３，０８７
１０２，８２０

n.a.
n.a.

５１．２
１９．１
９．７
n.a.
n.a.

９４１，３７２
３４３，１３０
１３９，８３７
１３８，２３０
１８２，５４４

４２．６
１５．５
６．３
６．３
８．３

４，２３１，４８０
１，６４８，３５５
２８０，１０８
２４６，９５６
９８０，２１９

３７．８
１４．７
２．５
２．２
８．８

２８，０４３，４３５
１７，８１２，０７５
１，０４０，２０３
４４９，７５２
２，４８４，７９６

５４．０
３４．３
２．０
０．９
４．８

合 計 １，０６３，７４３１００．０２，２１０，４６７１００．０１１，１９４，９８１１００．０５１，８９２，６３４１００．０

（注）―は生産実績なし，n.a.は不明。
＊１９７７年はアンプのみ。

（出所）韓国電子工業振興会『韓国電子工業ノ今日ト明日』１９８３年，同『韓国ノ電子工業
８８―８９』１９８８年，同『９９電子産業統計』２０００年より作成。
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ある。１９６６年に金星社が日立から技術を導入し，白黒テレビの生産を始め

た。以後，フィリップス，RCA，早川電機（現在のシャープ），東芝といっ

た外国企業の技術供与により，韓国内にテレビメーカーが相次いで誕生した。

外資法の整備により，６９年には三星が三洋電機と三星サンヨーを設立する

など，外資とのテレビの合弁事業も始まった。その結果，６６年に１社で年

産１万台であった白黒テレビの生産は，６９年には７社による７万台生産に

まで短期間に拡大をみせた。生産開始からまもなく輸出も始まり，７４年に

は６０万台の輸出を達成した。

このように電子産業が本格的な発展に向けた動きを強めるなか，政府も電

子産業を戦略産業と位置づけるようになり，１９６９年には電子産業振興法を

制定するとともに，電子工業振興基本計画を策定した。同計画に基づいて政

府は国産化品目を指定し，参入する事業者を選定するとともに，選定された

事業者に対しては資金・税制面での優遇措置を行なった。最初の国産化品目

では，白黒テレビ，ブラウン管などが指定を受けた。６９年にはオリオン電

機が，東芝との技術提携により国内で初めてブラウン管の製造を開始した。

７１年には三星電子と NECとの合弁企業である三星 NECが，７５年には日立

から技術を導入した金星社がそれぞれブラウン管生産を始めた。

１９７６年には亜南産業と松下電器の合弁企業で初めてカラーテレビの生産

が開始された。ソニーと和信の合弁テレビ事業がこれに続いたが，７７年に

は三星電子，金星社，大韓電線が，それぞれ RCA社から米国方式である NTSC

方式の技術供与を得つつ，韓国資本単独でカラーテレビ事業に参入した。当

初は国内でカラーテレビ放送が行なわれておらず，各社とも輸出専門であっ

たが，８０年の放送開始とともに地場メーカー３社は国内販売を開始した。

しかし，１９７０年代後半からの政府による現地資本比率引上げ指導，７９年

の朴正煕大統領暗殺に伴う政情不安，後でふれる米国による輸入制限措置の

発動などにより生産拠点としての韓国の魅力が薄れ，７０年代末から８０年代

初めにかけて外資系メーカーは相次いで撤退していった。他方，８０年代初

めには地場メーカーである大韓電線の経営が悪化し，大宇グループが大韓電
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線と大韓電線が株式の３３．３％を保有するオリオン電機を買収した。

その結果，テレビ事業では韓国を代表する大企業グループの主力企業であ

り，かつブラウン管事業を傘下にもつ金星，三星，大宇の３社による寡占体

制が１９８０年代初めに確立した。その後も３社はテレビで培った輸出チャネ

ルを活用し，VTR，電子レンジと輸出の幅を広げて成長を遂げていった。３

社は国内市場においても主要製品で築いた販売網をてこに，民生機器市場全

体で寡占体制を確立することに成功した。

２．電子部品部門

韓国の電子産業発展のもう一本の柱は電子部品であったが，発展初期に生

産の主体となったのは外資系企業であった。１９６５年に外資導入法が制定さ

れて以降，米国のシグネティクス，フェアチャイルド，モトローラ等，半導

体メーカーが相次いで韓国に１００％出資による生産子会社を設立し，材料を

持ち込んで全量輸出を行なうオフショア生産を行なった。

１９７０年代に入ると，持続的な賃金上昇と円の切上げによってコスト競争

力の低下に直面した日本の電子部品メーカーが，慶尚南道の馬山やソウルの

九老など，韓国政府が造成した輸出工業団地に相次いで進出した。特に７２，７３

年には投資ラッシュ的様相を呈した。その後，オイルショックの発生，さら

に韓国政府が外資導入政策を抑制の方向に軌道修正したことから，投資は落

ち込むことになった。しかし，外資を中心とした電子部品産業は，７０年代

後半までは電子製品輸出の過半を占めるなど，電子産業の発展に主導的役割

を果たすことになった（表３）。

その一方で，有力民生機器メーカーは，１９７０年代に部品の内製化を積極

的に進めた。例えば三星電子は，先に述べたブラウン管の製造を行なう三星

電管（現在の三星 SDI）や，ブラウン管部品である偏向ヨーク（DY），フラ

イバックトランス（FBT）やコンデンサーなどの受動部品を製造する三星電

子部品（現在の三星電機）を別会社の形でグループ内に置いていた。金星社
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も日本のアルプス電気と合弁の金星アルプス電子を系列内にもつほか，多く

の電子部品を内製していた。

これら民生機器メーカーは，１９７０年代半ばから半導体事業にも進出して

いった。まず７４年に三星グループが韓国半導体の株式を５０％取得して傘下

に収め（後の三星半導体，現在は三星電子に統合），LSI製品の開発とウェハー

加工から組立までの一貫生産体制の構築に力を注いだ。８０年代に入ると三

星は DRAMの開発事業に着手し，８４年には早くも量産化・輸出に成功し

た（７）。その後，金星グループの金星半導体，さらにはそれまで電子部門には

未進出だった現代グループの現代電子がそれぞれ DRAM製造に乗り出した。

８０年代末から他国企業よりも設備投資を先行させる投資戦略が功を奏し，３

社は世界的な DRAM生産企業にまで成長を遂げた。

１９６０年代から７０年代にかけて韓国に進出した外資系電子部品メーカーの

多くは，外資系民生機器メーカーが撤退した８０年前後や，労使紛争が激化

し賃金が急騰した８０年代末に相次いで撤退していった。しかし，合弁部品

メーカーの多くは，海外パートナーの資本が抜けた後も国内資本１００％の中

堅企業として，輸出を中心に成長を遂げた。さらに，民生機器メーカーは

８０年代になるとコスト削減のため部品の外注を進めるようになった。各メ

ーカーは，日本の民生機器メーカーと同様に協力会を組織し，技術移転等を

通じた中小部品メーカーの育成に努めた。

３．産業・情報機器部門

三星電子と金星社は１９６０年代から交換機や電話機など通信機器分野に参

入していたが，表３からわかるように８０年代初めまで産業機器の輸出はき

わめて少なかった。７０年代末から３大民生機器メーカーはコンピュータな

ど情報通信機器分野への進出をはかった。このとき，その第一歩として選ば

れたのが，それまでのテレビ生産で培ったブラウン管技術を応用できるモニ

ター事業であった。モニター生産は８０年代半ば以降，順調に生産を拡大し，
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三星電子と LG電子は世界シェアの１，２位を占めるまでになっている。コ

ンピュータ周辺機器ではモニターの他に HDDなど，また通貨危機以降は携

帯電話事業も大きく成長し，３大民生機器メーカーは総合電子メーカーへと

拡大・変貌を遂げ，現在にいたっている。

Ⅲ 韓国電子産業の直接投資の開始

――総合電子メーカーによる日本企業への追い上げ過程――

前節でみたように，韓国の電子産業は，民生機器を中心に発展を遂げ，そ

の過程で総合電子メーカーへと成長した大手３社による寡占的産業組織が形

成された。韓国電子産業の直接投資はこれら総合電子メーカーによって，民

生機器を中心に展開していった。以下では，１９８０年代の総合電子メーカー

の海外展開をみていく。

１．貿易摩擦の韓国への飛び火と先進国向け投資

米国では１９６０年代末から日本のテレビ輸出に対する警戒感が強まり，７０

年代に入ると業界から米国政府にアンチダンピング課税，輸入制限・禁止等

の要求が強まった。米国政府は日本政府に対し日本側の自主規制による解決

を求め，結局，政府間交渉の結果，７７年７月から３年間，対米輸出台数を

日本側が一定水準に自主規制する市場秩序維持協定（OMA）が締結された。

この協定を契機に，７７年から７９年にかけて三洋，三菱，東芝，日立など日

本のテレビメーカーの対米直接投資が相次ぐこととなった（８）。

韓国のカラーテレビの対米輸出は，１９７６年の生産開始と同時に順調に拡

大した。特に日米間の OMA締結以降，その間隙を縫う形で急激に増加する

こととなった。ほどなく米国で韓国製品の輸入急増に対して反発の声があが

り，７９年には韓国も台湾とともに，米国との間で OMAを締結することを
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余儀なくされた。

この結果，外資系メーカーは韓国に生産拠点を置く意味を失って撤退する

一方，地場メーカーは，日本メーカーと同様に対米進出を通じた貿易摩擦の

回避の途を選ぶことになった。１９８２年に金星社がアラバマ州ハンツビルに

工場を建設し，カラーテレビ生産を開始した。同工場は８６年からは電子レ

ンジ，８７年には VTRの生産も開始した。三星電子も８４年１２月にニュージ

ャージー州ロックスバレーに現地生産法人を設立し，カラーテレビと電子レ

ンジの生産を始めた。

米国向け投資と並行して，ヨーロッパ向けの投資も進められた。米国が保

護主義的動きを強めるなかで，韓国メーカーは米国への直接投資とは別に，

新たな市場として EC等，欧州に目を向けはじめた。しかし，すでに日本と

欧州の間では１９７０年代初めからテレビをめぐって貿易摩擦が顕在化し（９），

７０年代半ばから後半にかけて日本のテレビメーカーの対欧州投資が相次い

でいた（１０）。韓国メーカーも，ヨーロッパ標準の PAL方式の特許元であるテ

レフンケンが特許を与えないなど，ヨーロッパへの輸出に事実上制限を受

け（１１），８０年代前半に欧州進出を決断することになった。他社にさきがけて

まず三星電子が，米国での生産法人設立に先立つ８２年３月に，近く EC加

盟が予定されていたポルトガルに生産法人を設立し，カラーテレビ工場を建

設した。

ヨーロッパではテレビに続いて VTRが貿易摩擦の火種となった。欧州メ

ーカーは１９８２年末に日本製の VTRの輸入に関するダンピング提訴を行な

った。その結果，日本メーカーは８３年から８５年まで輸出自主規制を余儀な

くされ，８６年からは自主規制に代わって関税引上げが実施されることにな

った。これを受けて日本メーカーは８２年から８５年にかけて相次いでイギリ

ス・フランス・西ドイツに VTR工場を設立した。その一方，韓国メーカー

は VTR輸出を８５年から開始し，日本メーカーが関税障壁に直面して足踏

みを続けるなか，大幅に輸出を増大することに成功した。しかし韓国に対し

ても８８年にダンピング提訴が行なわれたため，各メーカーは日本メーカー
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同様，VTRの EC内生産を本格化せざるをえなくなった（１２）。

すでに各社はダンピング提訴以前から，欧州でのテレビ生産開始・拡充に

合わせて VTRの現地生産の取組みを始めていた。三星電子はポルトガルに

続いてイギリスにカラーテレビ，VTR，電子レンジの新工場を設立した。

金星社は１９８６年１０月に西ドイツボルムスの工場でカラーテレビと VTRの

生産を開始した。大宇電子は８８年８月にフランスに TV工場を，同年１１月

にイギリスに VTR工場を建設した。

２．東南アジア進出

１９８０年代後半になると，各総合電子メーカーは，北米・西欧に次ぐ新た

な市場として，高成長段階に入りつつあった ASEAN（東南アジア諸国連合）

諸国に着目した。しかし当時はまだ完成品の関税率が高かったため，輸出の

拡大には困難が伴った。そこで米国・欧州に続いて，生産法人を ASEAN

各国に置くこととしたのである。８８年に三星電子がタイに，金星社がタイ

とフィリピンに，そして９０年に金星社がインドネシアに，さらに９１年には

三星電子が同じくインドネシアに現地生産法人を設立し，現地向けにテレビ

を中心とした家電製品の生産・販売に乗り出した。

１９９０年代に入ると東南アジア進出には新たな性格が加わっていった。日

本の電子メーカーは，８５年のプラザ合意以降，円高が進行したことによっ

て価格競争力を失い，先進国市場において韓国メーカーとの競争で不利な立

場に追い込まれていった。これに対処するため，日本の各メーカーは８０年

代後半から米国など第三国向けの生産拠点を ASEAN諸国に大挙して移管

することになった。そのため一転して韓国メーカーが ASEANに立地する

日本企業との価格競争に苦しむことになったのである。結局，三星電子，金

星社ともにタイ生産法人などのテレビ生産を拡充するなどして，第三国向け

輸出拠点としても活用することになった。さらに新たな輸出拠点づくりも

９０年代の ASEANでは進行した。
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以上のように韓国の総合電子メーカーが直接投資にいたる過程は，韓国企

業は，先進国向け輸出の増大，貿易摩擦の発生，摩擦回避のための直接投資

という，日本企業と同一のものであった（１３）。各メーカーは民生機器部門を

主軸としており，６０年代から民生機器部門で世界市場を主導してきた日本

メーカーを一つのモデルとして成長を遂げてきた（１４）。韓国企業の直接投資

のパターンが日本企業と類似したのは，日本企業の行動パターンを意識的に

踏襲した結果にほかならないのである。

しかし，１９９０年代半ばから韓国総合電子メーカーの対外投資は爆発的な

拡大を示すが，その拡大のなかには，日本企業への後追いから離れ，独自の

展開への動きもみられるようになった。この点は，次節で詳しく検討する。

Ⅳ １９９０年代韓国電子産業の対外直接投資の新展開

１９９０年代に入ると電子産業の直接投資は本格的に拡大していき，９４年か

ら９６年にかけて爆発的な伸びをみせた。図２は企業規模別の電子産業の海

外投資件数と１件当たりの投資額を示したものである。８０年代末からまず

中小企業の対外投資が増加し，９３年から大企業の投資も拡大した。９４年に

は中小企業の投資が一気に拡大したが，９５－９６年には１件当たりの投資額

が急速に伸びており，投資の大型化が進んだことがみてとれる。以下では

９０年代における電子産業の直接投資の特色について，中堅・中小メーカー（１５）

と総合電子メーカーに分けて，分析を行なっていくこととする。

１．中堅・中小企業による対外投資の拡大

�１ 概 況

１９８０年代末から９０年代初めにかけて，それまでとは異なって中堅・中小

の部品メーカーが相次いで海外に進出することになった。８８年までわずか３
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件（累計）であった電子産業における中小企業の海外直接投資は，９２年には

６３件（同）と一気に拡大をみせた。第Ⅰ節で述べたように，賃金上昇とウォ

ン高に直面してコスト競争力を失ったため，各企業が労働コストの安い地域

に新たな生産地を求めたからと考えられる。これは上記９２年の６３件のう

ち，５０件がアジア向けであることからもうかがい知ることができる。その

後，９７年までまさに海外進出ラッシュが生じるのだが，その中心は中国向

け投資であった。９３年から９７年までの電子産業における中小企業の投資３５６

件のうち，対中投資が実に２０４件を占めたのである。

中国投資の拡大は，第Ⅰ節で述べたように中国および中国・韓国間の環境

変化が大きく作用したと考えられる。中国は韓国と距離的に近く，地域によ

っては朝鮮族を雇用することで，現地とのコミュニケーションギャップに伴

うコストを圧縮できることが期待できた。こうした点は，大企業と比べて経

営資源の厚みという面では十分でない中小企業にとっては大きな意味をもっ

図２ 韓国電子産業の対外直接投資の推移（実績ベース）
（１００万ドル） （件）

（注）＊統計上の投資金額を件数で割った数字。金額は再投資を含むが件数は含まな
いため，正確な１件当たり投資金額を反映していない。

（出所）図１に同じ。
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ていた。電子産業に限らず，韓国製造業の対中投資は韓国に地理的に近い地

域に集中している。２０００年末現在で件数では全体の６１％，金額では４９％を

天津市・山東省・遼寧省向け投資が占めている。特に中小企業の投資は朝鮮

族が多く居住する瀋陽市を中心とした遼寧省に多い。

韓国企業の対中投資に対しては，現地地方政府が各種投資優遇策を準備し，

積極的な誘致活動を展開した。さらには韓国政府も，韓国土地公社が天津市

と瀋陽市に現地地方政府と合弁で韓国中小企業専用の工業団地を造成するな

ど，中小企業の対中投資を支援した。

�２ 先進国市場・企業との関係維持

以上で述べたような経緯からわかるように，韓国電子産業における中堅・

中小企業の対外投資先の特徴としては，輸出用の加工基地である場合が多い

という点があげられる。これら中堅・中小企業の多くは電子部品メーカーで

あり，成長の原動力は米国を中心とした先進国向けの輸出であった。各企業

とも成長の過程で先進国企業との長期的な取引関係を築くとともに，効率的

な製造ノウハウと一定程度の製品開発能力を蓄積してきた。しかし，８０年

代末に賃金上昇・ウォン高に直面し，先進国企業の価格要求に応じきれなく

なった。結局，多くの中堅・中小企業は先進国企業との取引関係を維持する

ために，低コストで生産できる場所を求めて海外に進出することになったの

である。

例えばソウル九老工業団地に位置する韓国音響は，日本の ONKYOと在

日韓国人資本家との間の合弁企業として１９７３年に設立された。当初は ONKYO

ブランドの製品を１００％輸出していたが，８０年代初頭に ONKYOとの資本

関係を解消した後は，ONKYOブランドの製品の輸出を続けながら，韓国

自動車メーカー向けにカーオーディオ・スピーカーを生産するなど，市場の

多角化に努めた。９０年代に入るとコスト高により輸出採算が合わなくなり，９４

年８月に中国山東省煙台，９５年に同じく中国の浙江省蘇州近郊に現地との

合弁会社を設立した。２０００年１２月現在，全社で月産１３７万個のうち６０万
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個を中国で生産している。中国で生産した製品の８５％は先進国を中心とし

た第三国に輸出され，残り１５％は韓国に戻される。韓国内工場の製品は輸

出が１５％，韓国内が８５％で，ほとんどがカースピーカーである。

同社が輸出する製品の５０％以上が ONKYOのブランドであり，韓国音響

が ONKYOブランド製品の２５％を生産していることになる。現在も同社は

ONKYOとスピーカーの製造・設計に関して技術契約を結んでおり，技術

者も受け入れているが，コーンペーパーなどの製品開発では韓国音響が

ONKYO側に提案することもあるという（１６）。

同じくソウル九老工業団地にある京仁電子は在日資本家によって１９７３年

に創立され，翌７４年には日本の電子メーカーと合弁契約を締結した。当初

はスイッチ，ボリュームなどの電子部品専業メーカーであったが，８０年代

初頭からは事業を多角化して電子製品のリモコン製造もてがけるようになっ

た。同社はスイッチでは GE，IBM，三洋電機といった大口の顧客を獲得す

るとともに，リモコンでは三星電子，ソニー，SMKの OEM生産者として

の地位を確立し，順調に成長を遂げた。

しかし１９８０年代後半に発生した労使紛糾を契機に賃金が大幅に上昇した

ため，京仁電子は労働コストの安い地域への生産移管に迫られた。同社は

８９年に中国・東南アジア向け販売拠点として香港に販売法人を設立してい

たが，９２年に同販売法人への製品供給基地として中国の深�に生産法人を

設立し，スイッチ，ボリューム，およびソニー，SMK向けのリモコンの OEM

生産を開始した。さらに９４年には中国の天津に第２の海外生産拠点を設立

し，スイッチとサーモスタットの生産を大幅にこちらに移管した。すでに同

社は本社が従業員２００名なのに対し，深�が６００名，天津が５００名と海外工

場が生産の中心になっている。国内生産は特定の需要者向けや自動装備で製

造可能なもの，および品質・納期で問題のある製品にとどまっており，海外

への全面移管も視野に入れているという（１７）。

以上のように，海外に移転するのは製造過程のみであり，先進国企業との

取引関係を維持・構築するマーケティング機能や製品開発機能は韓国内に残
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すことが多い。韓国の中小・中堅メーカーは，直接投資を通じて先進国企業・

市場と途上国工場の間の結節点的な役割を担っているとみることができる。

このような結節点的な役割をより明瞭な形で体現しているのは韓国内の外

資系，特に日系の電子部品メーカーである。例えば三榮電子工業は１９６８年

に設立されたアルミ電解コンデンサーメーカーであり，証券取引所に上場し

ているが日本ケミコンが資本の３３．４％を握っている。同社は９５年に全額出

資で中国の青島に工場を設立し，一部量産品の生産を青島に移している。日

本ケミコンの出資ではなく三榮電子工業の出資としたのは，現地に送る管理

者・技術者の人件費を安く抑えられること，そしてなにより青島で生産する

製品の生産技術が，製造設備の生産も含め，日本ではなく韓国にあるからだ

という（１８）。日系企業ではその他にローム，TDKなどが同様の投資を行なっ

ている。

�３ 大企業との随伴進出

中小・中堅企業の進出形態としてもう一つあげられるのは，大企業の海外

進出に伴ってそれに追随する形態である。大手の民生機器メーカーは，発展

の初期においては部品産業が未成熟であったこともあり，部品・素材の多く

を海外から調達するか，もしくは内製化していた。しかし，発展に伴って部

品産業の厚みも増し，グループ外他社に外注する比率は上昇していった。そ

の過程で各社とも日本メーカーと同様に，サプライヤーとの間に協力会を組

織し，その育成に力を注いできた（１９）。１９９０年代に入って，後でみるように

三星電子，LG電子（金星社が９５年に社名変更），大宇電子がそれぞれ海外展

開を活発化するに伴って，これら協力会のメンバー企業も一緒に海外に工場

を建設するケースが多くみられるようになった。

三星電子の海外進出に伴う協力会企業の随伴進出については，高龍秀がそ

の詳細を明らかにしている（２０）。高龍秀によれば，１９９５年までにメキシコに

３社，タイに５社，マレーシアに７社，インドネシアに６社，そして中国に

２３社の協力会企業が三星電子への部品供給を主な目的として進出したとい
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う。LG電子の場合も，追随進出は多く行なわれており，例えば９５年６月

の瀋陽 TV工場の設立時には，キャビネット，パッキング，コネクター，リ

モコン製造の各企業が瀋陽に同時に進出した。特にキャビネットを製造して

いる友里電子は LG電子と同一敷地内にある（２１）。

こうした随伴進出の動きは協力会以外にも広がっており，例えば先にあげ

た京仁電子は，１９９５年にメキシコにもリモコン製造の現地法人を設立して

いるが，その最大の目的はメキシコにある三星電子の VTR工場への製品供

給であった（２２）。

２．１９９０年代財閥系総合電子メーカーによる対外直接投資の新展開

前節でみたように，１９８０年代までの三星，金星，大宇といった総合電子

メーカーの対外直接投資は，輸入制限・関税等，貿易上の障壁を回避するた

めの対応としての投資が多く，また結果として競争者である日本企業の投資

行動に追随する形になっていた。しかし，９０年代に入ると，韓国企業はこ

のような後追い的な行動パターンから一歩踏み出し，新たな動きをみせるよ

うになった。第１の動きは，他国企業に先駆けた新興市場への積極的進出と，

それを中心としたグローバルな生産・販売ネットワークの構築である。第２

の動きは，先進国での積極的なM&Aである。以下ではこうした投資の経

緯とその背景を探っていく。

�１ 新興市場を中心としたグローバルな生産・販売ネットワークの構築

① 販売ネットワークの構築とテレビ生産のグローバル化

１９９０年代に入ると，特定地域に限らず世界各国に自社製品を販売しよう

とする韓国の総合電子メーカーの姿勢は明確になった。各企業とも新たな市

場の開拓のため，世界各地に販売法人を設立し，販売網を構築していった。

また北米・西ヨーロッパなど，すでに市場開拓を進めていた先進国市場にお

いても，産業の成熟化に伴って各地域の特性に合わせたきめ細かなマーケテ
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ィングやアフターサービス網が必要となり，各企業は国・地域ごとに販売法

人を相次いで設立した結果，９０年代には顕著な増加をみせた（表４）。

販売体制の確立と並行して，各地に製品を供給する生産拠点のグローバル

化も急速に進んだ。製品の成熟化により低コスト生産の必要性がますます高

くなる一方で，先に述べたように１９８０年代後半以降，韓国内での生産は賃

金の急騰等によりコスト高になっていた。韓国の総合電子メーカー各社は，

世界各地の市場へ低価格で敏速に供給する体制を整えるべく，世界各地で生

産拠点の設立を積極的に行なったのであった。

最もグローバルな生産体制を構築したのは，輸送コストの面から消費地に

近いところに立地することが有利なテレビ製造であった。受入国側が代表的

な家電製品として国産化政策をとるケースが多いことも，テレビの生産拠点

のグローバル化を促進したとみられる。

表５は LG電子のカラーテレビ事業の海外展開をみたものである。LG電

子は NAFTAの成立をにらんで，１９８８年には米国のテレビ生産法人を閉鎖

し，北米向けテレビ生産をメキシコに移管した。その後９０年までの東南ア

ジア向け投資を経て，９５年以降は中国，ベトナム，インドなどの新興市場

へ次々と投資を開始した。その結果，LG電子は韓国を含め世界に１１の生

産拠点を有することになり，世界各地の市場へ製品を近隣の工場から供給す

ることが可能となった。日本メーカーで最も多く海外に生産拠点をおいてい

る松下電器の場合，２００１年４月現在で海外進出先は１４カ国である。LG電

子がそれに匹敵するグローバルな生産ネットワークを構築していることがわ

かる。

LG電子の生産体制において中心を担っているのが韓国，中国，メキシコ

の生産拠点である。この３法人以外は基本的にセミノックダウン生産を行な

っており，ブラウン管は現地ないしはその近くで調達するが，それ以外の部

品・材料は韓国，中国法人からキットの形で導入している。LG電子はテレ

ビばかりでなくブラウン管工場も中国，インドネシア，イギリスに建設し，

垂直的な生産ネットワークを構築している。ただし，各工場は自社ばかりで
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表４ 韓国３大電子メーカーの地域別・設立時期別海外生産法人・販売法人数

企業１）
設立時期２） １９７０

年代
１９８０
～８５

１９８６
～８９

１９９０
～９３

１９９４
～９７ １９９８～ 設立年

不 明 計
投資地域３）

三星

日 本
NIES
ASEAN４

中 国
その他アジア
西 欧
東 欧
北 米
中 南 米
アフリカ・中東

CIS
オ セ ア ニ ア

１

１

１

２

２
１
１

１

２

３
１

１

３
５

２

１

３

１

２
５
１

３
２

２
１
１

４
１
１
１
２
４

１
２

１

１

３

２

１

８
１２
１
４
２
４
２

１

１
４
１
１

１２
１
１０
２
２
４
１

計 ２ １ ６ ８ １０ ５ １３ １７ ５ ３ ３ ３４ ３９

LG

日 本
NIES
ASEAN４

中 国
その他アジア
西 欧
東 欧
北 米
中 南 米
アフリカ・中東

CIS
オ セ ア ニ ア

１

１

１
１

２

１ １

１

１
２

１
２
１

１

２
９
３
１

１
２

１

１

３
１
１
１
１
２
１

１
１

１

５
１１
３
２
１
１
２

１

１

１

７
３
５
２
３
２
１

計 １ ４ ３ ２ ３ ５ １９ １１ １ １ １ ２６ ２５

大宇

日 本
NIES
ASEAN４

中 国
その他アジア
西 欧
東 欧
北 米
中 南 米
アフリカ・中東

CIS
オ セ ア ニ ア

１

２

２
３
２
１
２

２

４
３
１
１
１
１

１
６
５
３
１
３

２

１
１

１
１

７
１
１
１

１

２

１
１

１

２ １
９
８
７
３
５

４

２

７
４
２
９
３
２

計 ２ １２ １１ ２１ １４ １ ４ ２ ３６ ３２
総 計 ４ ５ １１ １０ ２５ ２１ ５３ ４２ ７ ８ ６ ９６ ９６

（注）無地は生産法人， は販売法人。生産法人は販売法人を兼ねるところを含む。
１）各企業グループ内電子関連企業を含む。
２）設立年は下記出所文献①での韓国での投資申告日を基準。記載がない場合は，
②，③にある設立日で分類。

３）NIESは台湾，香港，シンガポール，ASEAN４はタイ，フィリピン，インドネ
シア，マレーシア，北米はカナダ，米国，メキシコ。

（出所）①財政経済部経済協力局『海外投資現地法人現況』１９９９年１２月，②大韓貿易投
資振興公社『２０００／２００１海外進出韓国企業ディレクトリー』２０００年，③韓国電子
産業振興会海外投資協議会『電子産業海外投資業体ディレクトリー９７／９８』，およ
び各社事業報告書，ホームページより作成。
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なく近隣の他社工場からブラウン管を調達している。LG電子の海外ブラウ

ン管工場も他社テレビ工場に供給しており，各社のブラウン管事業の国際的

な展開が，企業グループの垣根を越えた取引関係を生んでいることは注目す

べき現象であるといえる。

② 中国進出ラッシュ

１９９０年代からの新興市場の開拓のなかで，その最大の投資先は中国であ

った。表６は３大電子メーカーおよび同一グループ内電子関連企業の対中国

投資を表したものである。中国向け投資は８０年代末から始まってはいたが

小規模でしかも持ち株比率は半数以下にとどまっていた。

本格的な投資拡大は中堅・中小企業の場合と同様，１９９２年９月の中韓国

交樹立以降であり，３グループで９３年には７件，９４年に５件，９５年には実

に１２件の投資が申告されている。まさに投資ラッシュといってよい。９０年

表５ LG電子のテレビ生産

投 資 先 認可年月
韓国側投資
比率 （％）

払込投資額
（１，０００ドル）

生産台数（１，０００台）３）

セット KD

メ キ シ コ１）

タ イ
フィリピン
インドネシア
中 国
ベ ト ナ ム
ブ ラ ジ ル
イ ン ド
カザフスタン
ポーランド２）

韓 国

１９８８．１
１９８８．５
１９８８．１１
１９９０．８
１９９５．４
１９９５．７
１９９６．２
１９９７．３
１９９７．８
１９９８．１２

８８．０
８８．６
１００．０
５０．０
５５．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

５，３７７
１０，０８３
２６，５０８
１０，５００
２，２００
３７，７５０
１１，４００
１，５００
６，０００

２，５００
３００
７０
６００
２００
３００
１，０００
５５０
２５０
６００
１，９５０

９００

６，５００

合 計 ８，３２０ ７，４００

（注）１）現在は米国で買収したゼニスの現地法人。２００１年には業務用，DIGITALを除き
２）１９９９年３月にイギリス法人撤退。その代替地として協力工場（LGの SKDキット
３）中国，メキシコ以外は SKD生産。韓国，中国からキットを調達。
４）LG長沙，松下北京，日立深�，三星天津等。

（出所）財政経済部経済協力局『海外投資現地法人現況（１９９９年９月３０日現在）』１９９９年
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代初めの投資はオーディオなどの輸出向け生産が主流であった。しかし９０

年代半ばになると，同じ時期に韓国もしくは第三国市場向けの輸出を目的に

中国に進出した中堅・中小企業の多くとは異なり，３社は中国国内市場向け

に家電製品の生産拠点の設立を積極的に進めた。その結果，３社とも中国内

で家電製品をフルラインナップで生産する体制を整えることとなった。日本

メーカーのなかで中国内において家電をほぼ全種類生産しているのは最大の

中国投資電子メーカーである松下電器以外にはない。それだけ韓国３社の投

資は際だつものであった。９０年代半ばは中国の対外開放政策が進んで経済

成長が加速化するに伴い，沿海地方を中心に一般国民の所得も着実に上昇し

ていった。それに伴う家電需要が延びている状況に，韓国各メーカーは機敏

な対応を示したといえよう。

フルラインナップの生産体制の構築とともに，販売体制の強化も進んだ。

拠点（２０００年１１月現在）

輸 出 先 ブラウン管調達先
開発部門
の有無

北米，中南米
AUS，NZ

TVCR専門
中東，CIS，日本，韓国
CIS
南米

CIS
ヨーロッパ
大型フラットに特化

三星ティワナ，フィリップス，RCA
LGインドネシア
LGインドネシア
LGインドネシア，三星マレーシア
中国国内４）

オリオン電機ハノイ
三星Maraus，フィリップスブラジル
INDIAHOTLINE
韓国
フィリップス，三星ベルリン

○

○

○

○

北米市場から撤退方針。
で生産）を買収。

１２月，および２０００年１１月３０日 LG電子亀尾テレビ工場でのインタビューにより作成。
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表６ 韓国３大電子

進出年月１） 投資主体 場 所 生産品目
１９８７．８ 大宇電子 福建省福州 冷蔵庫
１９８９．５ LG電子 珠海 テレビ
１９９０ 三星物産 深� テレビ
１９９１．６ LG電子 山東省泰皇島 鋳物類
１９９２．４
１９９２．７
１９９２．７

三星コーニング
三星電子
三星電機

天津
広東省恵州
東莞

VTRヘッド用トランス
オーディオ

１９９３．２
１９９３．８
１９９３
１９９３．７
１９９３．８
１９９３．８
１９９３．１０
１９９３．１２

三星電子
三星電子
大宇電子
大宇電子
三星電子
LG電子
LG電子
三星電機

天津
山東省
深�
天津
威海
天津
恵州
天津

VCR
電子交換機，FAX
オーディオ
カーオーディオ
FAX，プリンター
コンプレッサー
オーディオ
Tuner，DY，FBT等

１９９４．６
１９９４．６
１９９４．７
１９９４．１１
１９９４．１２

三星電子
LG電子部品
LG電子
大宇電子部品
三星電子

天津
広東省恵州
長沙
煙台
蘇州

TV
スイッチ，チューナー等
ブラウン管
偏向ヨーク
半導体後工程

１９９５．２
１９９５．４
１９９５．４
１９９５．５
１９９５．７
１９９５．７
１９９５．９
１９９５．１１
１９９５．１１
１９９５．１２
１９９５．１２
１９９５．１２

LG電子
LG電子
大宇電子
大宇電子
LG電子
三星電子
大宇通信
大宇電子部品
LG電子
LG電子
大宇電子
大宇電子

上海
瀋陽
威海
天津
北京
蘇州
天津
煙台
天津
南京
天津
天津

VCR
テレビ
モニター
掃除機，モーター
テレビ部品
家電各種
FAX
チューナー，スイッチ
エアコン・電子レンジ
洗濯機
電子レンジ
エアコン，コンプレッサー

１９９６．２ LG電子 泰州 冷蔵庫
１９９７．６
１９９７．１１
１９９７

三星電子
LG電子
三星 SDI

天津
南京
東莞

モニター
モニター
ブラウン管

１９９８．５
１９９８．８
１９９８．９

大宇電子部品
三星 SDI
三星 SDI

威海
天津
深�

偏向ヨーク
ブラウン管
ブラウン管

（注）１）投資申告日基準。
２）それぞれ三星電機，三星 SDIの中国法人全体の売上高。
３）MSはマーケットシェア。

（出所）財政経済部経済協力局『海外投資現地法人現況』１９９９年１２月，大韓貿易投資振興
および２０００年１１月２８日三星電子および同年１２月１日 LG電子でのインタビュー
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メーカーの中国進出 （単位：１００万ドル，％）

出資比率 資本金 売上額 輸出比率 備 考３）

４８．０ ６ ― ― 現在はなし。
４６．０ ― ― ― 現在はなし。
１９．０ １．２ ― ― 現在はなし。
８０．０ ― ― ― ポンプ製造から転換。
１００．０
９８．６
１００．０

１
４０
５０

１
２３０
―

―
１００
―

韓国への持ち帰りあり。

１００．０
５９．０
１００．０
１００．０
５９．０
４０．０
４５．０
９３．０

５０
４０
３
―
４０
―
１５
―

１３０
４０
６５
―
４０
―
１２０
９００２）

１００
―
―
―
―
―
―
―

米国，CIS：一部東芝 OEM。

当初は TVも生産。

輸出中心。

１００．０
１００．０
４２．６
１０．０
１００．０

１００
８．５
１８４
―
９０

１８０
７３
２２９
―
５０

２０
―
―
―
１００

一部東芝 OEM。

賃加工形態。売却を検討中。
５０．０
５７．５
５０．０
１００．０
５８．３
８８．３
１００．０
８５．４
７０．０
４０．０
１００．０
１００．０

７．８
１５
―
８．２
―
８０
１．８
―
７３
―
―
―

６０．５
―
―
―
―
１７０
１８
―
３００
―
―
―

―
―
―
―
―
２５
―
―
―
―
―
―

輸出中心。

輸出はホテル用冷蔵庫等一部。

エアコンMS６�７位，電子レンジ２位。
大型MS２�３位。

５０．０ ― ― ―
８０．０
７０．０

１５
―
―

２００
―
７００２）

６０
―
―

国内MS１位。輸出欧州向け。

１０．０
１００．０
１００．０

―
１２８
―

―
―
―

―
―
―

公社『２０００／２００１海外進出韓国企業ディレクトリー』２０００年，および各社ホームページ，
により作成。
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LG電子の場合，まず増加を続ける中国内法人を効率的に管理し，シナジー

効果を最大化するために１９９４年７月に北京に持株会社を設立し，各法人を

この持株会社の子会社とした。さらにこの持株会社が北京，瀋陽，天津，武

漢，上海，広州に販売支社を設立し，この支社を通じて自社製品を一括して

流通させる体制を整えた。三星電子も９５年以降，北京，瀋陽，成都，上海，

広州に販売支社を置き，流通体制を整備した（２３）。

１９９０年代後半になると，中国内のパソコン需要の拡大を受けて，三星電

子と LG電子がモニター工場を相次いで建設した。三星電子は，パソコン用

カラーモニターで世界シェアトップを誇るが，中国内でもシェア１位を獲得

している。さらに，華南地域がモニターなどパソコン周辺機器の世界的な生

産集積地に成長していることに伴い，自社グループ内はもちろん他会社への

販売をねらって三星 SDIが華南地域に相次いでブラウン管工場を立ち上げ

た。

③ ベトナム・東欧・CISへの積極投資

中国に限らず，１９９０年代に韓国の各総合電子メーカーは新興市場への投

資を積極化させた。特に，表４からわかるように，東欧，ベトナム，さらに

中央アジアを中心とした CIS諸国など，競争者である日本企業の進出がそ

れほど進んでいない地域への投資に積極的であった。日本企業も進出してい

ない地域に先行投資することによって，いちはやく市場シェアを確保しよう

とする戦略に出たと考えられる。

こうした戦略を後押ししたのが，当時の韓国政府の外交政策であった。１９８０

年代末から，当時の盧泰愚政権は北朝鮮との関係改善のための一つの方法と

して旧ソ連・東欧との関係改善に乗り出す，いわゆる「北方外交」を展開し，

東欧諸国と国交を結んでいった。ソ連崩壊後は CIS諸国，さらにベトナム

とも相次いで国交を樹立した。韓国政府はこれら諸国との関係改善に際して

経済協力を約束したが，そのなかには民間経済協力も含まれていた。韓国の

大統領がこれら諸国を訪問する際，企業グループの会長が同行し，各国の元

首と直接交渉を行なうこともまれではなかった。こうした場で企業グループ
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のトップは投資にかかわる各種優遇措置を直接引き出すことに成功したので

あった。ベトナムやカザフスタン，ウズベキスタンなどの場合，韓国とは歴

史的に深いつながりがあることも，直接投資を後押ししたと考えられる（２４）。

新興市場の開拓に特に意欲的であったのは大宇電子である。大宇電子は，１９９０

年頃まで，日本企業はもちろん，三星・LGと比べても，販売拠点の整備も

含め国際化戦略では遅れをとっていた。しかし，９２年以降，一転して「世

界経営」をスローガンに，ヨーロッパ，アジア，CISを中心に対外投資戦略

を強化した。例えば対ウズベキスタン投資の場合，韓国はウズベキスタンと

９２年１月に国交を結んだが，大宇グループの金宇中会長は同年８月にウズ

ベキスタンを訪問し，カリモフ大統領と会談した。そしてその席で両者は，

ウズベキスタン政府と大宇グループの合弁により，電子，自動車，紡織の各

分野の工場を建設することで合意した（２５）。大宇グループは同様の手法でカ

ザフスタンやポーランド，ベトナム等の新興市場に積極的に事業を展開して

いった。

�２ 先進国へのM&A

新興市場への投資が進む一方，１９９０年代半ばになると顕著になったのが

先進国へのM&A攻勢であった。その主な事例をまとめたのが表７である。

そこで韓国の各企業が求めたのは先進国企業がもつ技術力，そして世界的に

認知されたブランドであった。

三星電子は１９９４年に日本のオーディオメーカー・LUX社を買収し，同社

固有のオーディオ技術の吸収と高級オーディオとして広く知られている「ラ

ックスマン」ブランドの獲得をねらった。さらに９５年に同社は最盛期には

世界第６位のシェアをもったパソコンメーカーである ASTリサーチ社の

４０．２５％の株式を取得し，事実上経営権を得た。三星電子はパソコン事業に

すでに参入し韓国内ではトップシェアを誇っていたが，海外展開は進んでい

なかった。ASTリサーチのもつブランド，および世界各地における流通網

を獲得することが，買収の目的であったとされる（２６）。

第２章 韓国企業の海外直接投資★５７



LG電子は１９９５年に米国の家電メーカー，ゼニス社を株式の５７．７％を買

収し，傘下に収めた。ゼニス社は８０年代初頭までは世界のカラーテレビ市

場で１位を占める老舗企業であったが，米国での生産活動を本格化させた日

本企業との競争に敗れ，８５年以降は毎年巨額の赤字を計上するにいたって

いた。ゼニスは提携先を求め（２７），結局９１年に LG電子が株式の５％を取得

し，技術協力を進めることになった。しかしゼニスの経営は好転せず，LG

表７ 韓国電子メーカーの

買収年月 買収社 買収対象 国 業 種 買収金額

１９９３．５ 三星電子 HMS 米 化合物半導体 ４２０万ドル

１９９３．８ 現代電子 MAXTOR 米 HDD １億５，０００万ドル

１９９４．４ 三星電子 CAI 米 CAD／CAM
ソフトウェア

５０万ドル

１９９４．５ 三星電子 LUX 日 オーディオ 約１９億円

１９９４．１１ 現代電子 AT&T・GIS
半導体部門

米 半導体組立 ３億４，０００万ドル

１９９４．１１ 三星電子 DMS 仏 家電・情報機器サー
ビス網

５２万３，０００ドル

１９９４．１２ 三星電子 IGT 米 交換機用チップセッ
ト開発

９００万ドル

１９９５．３ 三星電子 AST 米 パソコン ３億７，７００万ドル

１９９５．４ 三星グル
ープ３社

ユニオン光学 日 半導体装置関連の測
定器・検査器

約５２億円

１９９５．５ 現代電子 TV／COM 米 デジタル衛星放送関
連部品・システム

２，２００万ドル

１９９５．７ LG電子 Zenius 米 テレビ ３億６，６００万ドル

（注）―は不明。
（出所）電子新聞社『韓國電子年鑑』１９９６年版，朴英鎬『外換危機以後韓國海外現地法人ノ

り作成。
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電子としてもそのままではゼニスの有効活用は不可能と判断し，経営権の獲

得に踏み切った。LG電子としては買収によってゼニスが保有する認知度の

高いブランド，およびデジタル技術の活用をねらった（２８）。

また大宇電子も，１９９６年にヨーロッパの有力家電メーカーであるフラン

スの国営会社トムソン・マルチメディアを，約１６０億フランの負債のうち

５０億フランを引き継ぐ形で，買収金額がわずか１フランと事実上譲渡を受

主な先進国でのM&A事例

買収後の経営 現 状

SMSに改称。 ９８年１月ワッキンスジョンソン
（米）に１，０００万ドルで売却。

９７年に黒字転換。９８年にナスダック上場，３
億３，０００万ドル調達。

米国法人が持つ株式（３５．４％）を
売却予定。

― ―

（赤字累積で債務超過に） ９９年に香港系投資会社グランドリ
バーグループに売却。

Symbios Logic社に改称。 ９８年６月 LSI ロジック社（米）
に７億６，０００万ドルで売却。

― ―

９８年４月 PMC（カナダ）に３，２５０
万ドルで売却。

（赤字累積） 清算手続中。

存続。

（損失拡大） ９８年１１月にオランダ企業に１，４５０
万ドルで売却。

９８年１１月に破産法 chapter１１に基づく再生計
画を申請。LGは６，０００億ドル追加投資。

９９年再生計画終了。デジタルテレ
ビ，ネットワーク事業に特化。

構造調整実態ト隘路事項：美國』対外經濟政策研究院，１９９８年，および各種新聞記事によ
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けることでフランス政府と合意した。トムソン・マルチメディア社は８７年

に米国 GE社から RCAの家電部門を買収していた。RCA社は米国のテレビ

市場でトップのシェアを保有しており，大宇電子はトムソン・マルチメディ

アの買収によって，米欧市場で一躍支配的企業に浮上することが可能になる

はずであった（２９）。しかし，フランス国内では国営企業の「たたき売り」で

あるとの批判が高まり，ナショナルブランドであるトムソンを外国企業に奪

われることに対する感情的反発も強まったため，結局フランス政府は売却計

画を白紙撤回した。

総合電子メーカー３社以外にも，１９９０年代半ばに半導体部門で高成長を

遂げていた現代電子がM&Aを主な手段とする国際展開を積極化させた。

投資業種は半導体関連ばかりでなく，同社が新たに力を注いでいた情報通信

関連部門に及んだ。その最大の投資が米国の HDDメーカーであるマクスタ

ー社の買収である。同社はパソコン周辺機器関連への事業多角化の一貫とし

て HDD事業に着目し，技術導入による事業の立上げを模索したが，技術導

入のみでは先進企業へのキャッチアップは困難と判断し，当時世界シェア５

位であったマスクター社の買収に踏み切ったのであった（３０）。

�３ DRAM事業の海外進出

１９９０年代半ばに相次いで投資計画が発表されて注目されたのが，半導体

メモリー，特に DRAM事業の海外投資である。９０年代半ばには金融自由化

が進展し，大企業はローンや起債，上場などさまざまな方法で海外で資金を

調達することが可能となった。その一方で，好景気を反映して国内金利は高

水準のままであった。韓国内での土地取得や物流コストの割高感も強まるな

か，DRAMも需要先に近い地域で生産するほうがむしろコストを低く抑え

ることができると各企業は判断するにいたったのである。

１９９５年に三星電子は米国テキサス州オースティンに DRAM工場建設の計

画を発表し，９８年から稼働を開始した。現代電子も同じく米国のオレゴン

州での DRAM工場の建設計画を９５年に発表し，９８年に竣工式をむかえた。
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これを受けて LG半導体も９６年にマレーシアでは日立と合弁で，イギリス

では単独での半導体工場の建設計画を発表した（３１）。

成熟段階に入った家庭用電子機器ばかりでなく，製品開発・製造技術にお

いて韓国が世界の先端を走っているとされていた DRAM事業が直接投資を

行なうのは「韓国からの脱出」と受けとめられ，「空洞化」に対する懸念が

台頭してきた。政府は危機感を強め，１９９５年１０月に財政経済院は「海外直

接投資建実化方案」を発表し，韓国側投資が１億ドルまでの場合１０％以上，１

億ドルを超過する場合は２０％以上を自己資金で調達することとし，さらに

韓国側投資企業の債務保証は総投資金額の５０％までとする新たな規制を打

ち出すにいたった。

３．大企業による対外投資拡大の要因：「優位性」と「バンドワゴン効果」

以上のように１９９０年代に入って韓国企業の直接投資は急速に拡大したが，

それには先に述べたように，賃金上昇など国内投資環境の悪化，金融自由化

等による海外での資金調達機会の拡大，新興市場の成長といった背景が大き

く作用していた。さらにここでは，韓国の電子産業を支えてきた大企業固有

の二つの点を，９０年代に対外投資が拡大した要因としてあげておきたい。

�１ 優位性の活用と限界の克服

第Ⅱ節で述べたように，韓国の三星，LG，大宇といった総合電子メーカ

ーは，１９６０年代のテレビ生産から始まり，VTR，電子レンジなど家電部門

を中心に発展を遂げ，製造・製品技術を着実に蓄積してきた。８０年代後半

には新製品がほぼ出尽くし，家電産業自体は成熟段階に入った。そうしたな

かで韓国の各メーカーは技術的に先行する日本企業との格差を急速に縮める

とともに，日本企業を凌駕する規模の量産体制を整備することにより，高い

コスト競争力をもつにいたった。家電機器を中心とした製造・生産技術の蓄

積とそれに基づく量産体制の確立が韓国企業の「優位性」であると言える。
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しかし，家電など耐久消費財の分野ではブランドも競争力に大きく作用す

る。韓国の各総合電子メーカーは，自社ブランドでの販売にいち早く取り組

んできた。例えば三星電子は米国市場において，１９７８年にニュージャージ

ー州のリッジフィールドに販売法人を設立したのを契機に，量販店を通じた

自己ブランド製品の販売に本格的に取り組みはじめた（３２）。LG電子も，８０

年代半ばから先進国市場における販売戦略を，それまでの現地メーカーへの

OEM供給中心の販売体制から，自社ブランドによる量販店への直接販売を

通じたシェア拡大へと転換した（３３）。

それでも，後発者である韓国企業は，日本メーカー等がすでに参入してい

る市場ではどうしてもブランドとして見劣りがしてしまっており，三星電子

の場合，１９８０年代後半の時点でも OEM生産が輸出全体の３分の２近くを

占めていた（３４）。しかも８０年代後半の大幅な賃金上昇，および日本メーカー

の海外生産体制の強化によって以前ほど低価格を強調できなくなってしまっ

た。さらに，８０年代末の労働争議の頻発に端を発した納期の遅れ・不良品

の増加は米国をはじめ先進国市場での販売に打撃を与え，ブランドにはむし

ろマイナスイメージがついてしまったのである（３５）。

折しも家電産業は技術的にも成熟段階に入り，先進国市場ではブランドイ

メージを軸とした販売戦略が競争を左右するようになっており，韓国メーカ

ーは日本メーカーの後追いではどの市場でもシェアを十分に伸ばすことがで

きずにいたといえる。そこで韓国企業は自らの生産・販売ネットワークを世

界的に大きく拡張する戦略をとった。すなわち，日本メーカーがまだ手をつ

けていない新興市場にいち早く工場を建設し（３６），韓国企業の優位性に基づ

いて量産体制を整備し，一気に市場を占有しようとしたのである。

新興市場にいち早く進出して優位性をもとに市場を確保するという，生産・

販売ネットワークの拡張戦略とともに，先進国市場で自社ブランドの確立が

十分でない，いわば「劣位性」を克服する試みの一つが，経営が悪化してい

るものの，長く消費者から信頼を得ているブランドをもつ先進国企業の買収

であった。LG電子によるゼニス買収の場合，LG電子は自社の北米での販
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売をゼニスブランドに統一し，LGブランドを放棄したことにもそれは現れ

ている。

他方，先進国での企業買収には先進技術の吸収という側面も大きかった。

従来型の家電製品は成熟段階に入る一方で，各企業は新たに情報通信分野の

強化を方針として打ち出していた。しかし，先にみたように韓国では情報通

信分野を含む産業機器の分野はかなり遅れて発展を遂げ，成長分野はパソコ

ンモニターなどに限られていた。しかも近年，情報通信分野の技術革新のス

ピードはきわめて速く，従来のような技術導入契約を通した技術の吸収では

間に合わなくなっている。そこで韓国の各メーカーは，買収という最も短期

間で効果をあげることができる方法で技術獲得をはかったと考えられる。

以上のように１９９０年代の韓国企業による新興市場への積極進出と先進国

市場での積極的なM&Aは，与えられた環境の下で自らの優位性を活用し，

かつ劣位性を克服する試みであったといえるのである。

�２ バンドワゴン効果

１９９０年代の韓国総合電子メーカーの投資パターンをみると，各企業とも

同じような時期にきわめて似通った投資を集中して行なっていることがわか

る。先にみた中国投資の場合，初期の第三国輸出向けオーディオ関連，９４，

９５年の家電フルラインナップ，９６年以降のパソコンモニターと，時期・品

種が同じである。先進国へのM&Aや半導体投資も，同じ時期に集中して

いる点が目を引く。三星電子，LG電子，大宇電子の韓国の総合電子メーカ

ーは，家電を中心に電子・情報通信の各分野において，国内市場では寡占状

態にありながら激しい競争を繰り広げ，その競争は海外市場にも及んでいた。

半導体や情報通信の分野では，総合電子メーカー３社と同じく韓国の上位５

大財閥の系列下にある現代電子が９０年代に入って新たに参入し，寡占競争

状態は激しさを増していた。

寡占的競争関係にある企業間では，ある企業が海外直接投資を行なうと他

社も競争関係を維持するために同様に直接投資を行ない，結果的に当該産業
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の投資が集中することになる寡占反応，いわゆる「バンドワゴン効果」が生

じやすい，とされている（３７）。チェリーは１９８０年代以降の韓国電子メーカー

のヨーロッパ向け投資が寡占反応の産物であると指摘しているが（３８），９０年

代に入ってからの韓国総合電子メーカーの新興市場向け直接投資，先進国向

けM&Aや半導体投資の急増も，まさにこの「バンドワゴン効果」による

ところが大きいとみることができよう（３９）。

Ⅴ 通貨危機の発生と海外直接投資の収縮

１．通貨危機後の収縮

１９９７年の韓国における通貨危機の発生は，海外直接投資をめぐる環境を

一変させた。当然のことながら新規の直接投資は激減した。他のアジア諸国

や新興国への経済危機の拡散によって，既存の海外法人の経営も悪化し，債

務超過に陥る企業も続出した。韓国の各企業はこれまで国内・海外での積極

的な投資に必要な資金の多くを借入れに依存していた。９７末の調査では韓

国の在外法人の負債比率は６５０％にまで達していた。さらに，９８年時点で

韓国企業の海外法人は資金借入れの７３％を韓国本社の保証で借り入れてい

たが，通貨危機に伴う韓国の信用レーティング引下げによって，短期借入れ

のロールオーバーが難しくなった。その結果，本社が救済措置として子会社

向けに資本増強を行なったことが，９８年の直接投資額の増加となって表れ

ている（４０）。

１９９９年頃になると韓国内の景気回復を反映して中小企業の対外投資が再

開され，電子産業の中小企業の場合，２０００年には過去最高の投資件数を記

録した（図２）。これに対して，総合電子メーカーをはじめ大企業は韓国内で

のリストラクチャリングに追われた。大宇電子は９９年に母体の大宇グルー

プが事実上解体し，大宇電子自身も経営が悪化して「ワークアウト」と呼ば
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れる私的整理のスキームの下に置かれた。海外企業へ売却される方針は出さ

れたものの，未だに売却先は決まっていない。LGグループの LG半導体は，

競争力強化・過剰設備解消のため政府が推進した企業グループ間での事業交

換，いわゆる「ビッグディール」政策に呼応する形で，現代電子に売却され

た。大企業の対外投資は２０００年頃から新たな動きもみえてきているが，ま

だ９０年代半ばの水準にはほど遠いのが現状である。

２．顕になった経営の低迷

１９９７年の通貨危機の発生後，海外現地法人の経営の脆弱性が露わになっ

た。表８は韓国総合電子メーカーの海外現地法人の収益状況を示している。

一目見てわかるように，各社とも危機直前から海外法人では十分な収益をあ

げておらず，危機直後の９８年は軒並み赤字を記録している。９９年以降はメ

ーカー・地域によってまちまちであり，アジアの生産法人は比較的堅調な収

表８ 韓国３大電子メーカーの海外現地法人の収益率１） （％）

企 業 投資地域２） １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００生産
法人

生産
法人

生産
法人

生産
法人

生産
法人

三星電子

北 米（４，０）
欧 州（１０，２）
アジア（２１，１４）
その他（１０，３）

�１．９３
�２．１４
�０．１５
０．６３

n.a.

�０．２３
�１．０９
０．４０

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

�１．３０
�０．１４
�１．２６
�１．４７

n.a.

２．８９
�６．７２
１．６０

�２．２９
１．００
０．８５
０．７６

n.a.

４．１６
３．３４
２．４９

１．７０
０．７３
０．８６
０．６４

n.a.

０．００
３．０９
０．７９

合 計（４５，１７）�０．８０�０．８５ n.a. n.a. �１．１０�３．６３ ０．４０ ３．３３ ０．９３ ２．３９

LG 電 子

北 米（４，１）
欧 州（５，１）
アジア（７，６）
その他（２，２）

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

n.a.

�１６．３７
�１．４７
０．８０
�２．３３

n.a.

�６．６９
０．７９
�２．３３

０．７７
�０．５０
３．２５
１．２８

n.a.

�０．６６
３．５１
１．２８

�３．３４
�０．２８
２．４２
１．４６

０．３２
�１．５５
２．５９
１．４６

合 計（１８，１０） n.a. n.a.０．０１ n.a. �７．９８�０．５７ １．２７ ２．３８ ０．１０ １．６４

大宇電子 合 計 （２６） n.a. n.a.０．８３ n.a. �０．１０ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

（注）１）売上高対比当期純利益率。各社事業報告書各年版で記載されている法人の売上
高と当期純利益を単純合算して計算。

２）（ ）内はサンプル企業数を表す。左側が全体，右側がうち生産法人数。
（出所）各社事業報告書より作成。
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益をあげているものの，全体としては順調な経営状況とは言い難い（４１）。韓

国電子メーカーの海外法人は設立されてまだ間もないところが多く，利益を

出す段階にまだいたっていないと言えるのかもしれない。一連の通貨危機に

よる影響を直接的・間接的に受けたアジア諸国や CISの法人が多いことも

あり，各社とも利益の確保に手間どっているといえる。

中国市場の場合は，地場メーカーの急成長が韓国企業の収益を脅かしてい

る。地場の大企業がコスト面ばかりでなく品質面でも競争力を高め，販売・

アフターサービス網を整備することで一気に中国国内でシェアを拡大させた。

韓国企業は厳しい競争に直面し，中国内需向け中心の生産拠点を輸出中心に

転換せざるを得ないケースも出てきている（４２）。VTR工場を国内向けに工場

を設立したものの，中国市場が VCD中心となって VTR需要が伸びなかっ

たため，やむなく全量輸出に切り替えるなど，需要予測の拙速さ・不十分さ

をうかがわせるケースもある。

先進国でM&Aによって傘下に治めた企業の場合，経営状況はさらに深

刻である。LG電子のゼニスは会社更正のスキームに頼らざるをえなくなり，

三星電子の AS&Tは清算手続きに入っている。いずれも悪化した経営状態

を買収後も立て直すことができなかった。買収決定前の経営状態に対する精

査，および米国での経営改善のノウハウがいずれも各企業には欠けていたと

いわざるをえない。その一方で，利益をあげた法人でも，本国企業の構造調

整の一環で売却されるところが相次いでいる。なかには現代電子のマクスタ

ーのように企業価値を高めた結果，投資額以上の価格で売却ができたケース

もあるが，当初の投資目的を果たした結果とは言えないであろう。結果とし

て，表７からわかるように，M&Aによって取得した法人のほとんどを手放

すこととなったのである。
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まとめと展望

以上のように韓国の大手電子メーカーは，日本の総合電子メーカーから技

術を導入しつつ，彼らをモデルとしてテレビ等を中心とした民生電子機器を

中心に生産・輸出を伸ばし，さらに半導体や情報機器部門に参入・拡充する

ことで，総合電子メーカーへと発展を遂げた。日本企業と同様の事業を選択

したため，貿易摩擦への対応という日本メーカーと同じパターンで直接投資

を始めることになった。

しかし，１９９０年代に入って韓国企業は日本企業と異なる新たな投資パタ

ーンをみせるようになった。具体的には中国，東欧，中央アジアなど新興市

場に販売法人はもちろん，生産法人も積極的に設立し，自らの生産・販売ネ

ットワークを拡張していった。これは成熟段階に入った先進国市場でのブラ

ンド重視戦略が限界をみせ，また韓国内の投資環境が悪化を続けるなかで，

製品・製造技術の蓄積とそれを土台にした低コスト量産体制の実現という韓

国企業の優位性を最大限に生かそうとする戦略に基づく行動であった。さら

に各企業は米国を中心とした先進国市場にもブランドや技術確保を目的に

M&Aを活発に行なったが，これはブランドと情報通信分野の技術という，

韓国企業の劣位性を克服しようとする試みであった。国内市場で寡占的地位

にある企業間で生じる対外投資競争，いわゆる「バンドワゴン効果」によっ

て，投資はいっそう肥大化することになった。

１９９７年の通貨危機を境に状況は一変し，新規の直接投資は減少するとと

もに，既存の海外法人も低収益に苦しんでいる状況が露わになった。危機後

のリストラの過程で各電子メーカーは９０年代に買収した多くの先進国の法

人を売却した。しかし，私的整理スキームの下にある大宇電子を含め，大手

メーカーは自ら設立した販売・生産法人を危機から４年が経過した現在もほ

とんど維持している（４３）。２０００年以降，収益の改善には依然として苦しんで

いるものの，情報通信分野を中心に新たな海外展開の動きも出てきている（４４）。
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自社によるグローバルな生産・販売体制の構築が定着するかどうか，正念場

をむかえていると言える。

その一方で，中小・中堅の電子部品メーカーのなかには順調に海外法人の

経営を続けているところも多い点は，注目に値する。第Ⅳ節１項で紹介した

九老工業団地の２企業は，共に通貨危機の影響を受けずに海外法人も順調に

利益をあげている。これら企業は先進国バイヤーとの取引関係を維持しつつ，

自らは製品開発・製造管理技術を磨き上げることに特化し，製造自体は中国

に移管する体制を築いている。総合電子メーカー傘下の企業のなかでも，例

えば三星グループの部品部門である三星電機と，ブラウン管メーカーである

三星 SDIは，利益が出ないといわれる中国のなかで，三星電子の中国内法

人すべてに匹敵する収益をあげている。これら企業は IT分野が集積してい

る華南地域で，同じく進出している欧米系・日系・台湾系企業や地場企業と

多様に取引関係を築き，生産を拡大することに成功しているのである。

世界銀行は，マレーシア，フィリピンが多国籍企業との連携による多様な

国際的生産ネットワークに参加するという安全な企業戦略をとったのに対し，

韓国は自国企業がすべてのリスクを自らかかえて世界シェア拡大を目指した

結果，問題が大きくなったことを指摘している（４５）。マレーシア・フィリピ

ンの企業との比較が有効かどうか疑問もあるが，先に示した中堅企業や三星

系列の２社の例は，欧米・日本など先進国企業を中心とした国際ネットワー

クとうまく結びついて参入している例と言える。韓国の総合電子メーカーは

これまでみたように，自らのブランドをもとに，独自の生産・販売ネットワ

ークをグローバルに展開していくことを戦略としてきた。しかし，単独でネ

ットワークを維持するにはコストがかかることは今回の通貨危機後の海外拠

点への資本注入もしくは売却といった事態で明らかになっている。今後，総

合電子メーカーも，海外展開に伴うリスクを削減するために，外国企業とさ

まざまな形で提携関係を強化していく戦略が必要となってくると思われる。
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注�１ 韓国では，企業が海外直接投資を行なう場合，それを外国為替取引法（「外
國換去來法」）に基づいて各取引銀行に申告が義務づけられており，韓国輸出
入銀行がその数字を集計し，公式の直接投資統計としている。統計には届出
（「申告」）ベースと実績（「投資」）ベースの２系列がある。本章では特に断ら
ないかぎり，韓国輸出入銀行の直接投資統計データベース（http://www.kore
aexim.go.kr/oeis/index.html）を用いて分析を行なう。なお，再投資について
は，投資金額には含まれているが，件数には含まれていない。
�２ 主な研究は，韓国の対外直接投資が拡大過程に入った１９８０年代末から９０
年代に集中している。笠井信幸「韓国の経済成長と海外直接投資」（『アジア
研究』第３５巻第１号，１９８８年）；奥田 聡「韓国――産業構造調整と直接投
資――」（谷浦孝雄編『アジアの工業化と直接投資』アジア経済研究所，１９８９
年）；水野順子「企業の海外投資」（小牧輝夫編『国際化時代の韓国経済』ア
ジア経済研究所，１９９０年）。９０年代の拡大過程については，高龍秀による一
連の研究がある。高龍秀「韓国電子産業における多国籍企業化――三星電子
の海外展開を中心に――」（『甲南経済学論集』第３７巻第２号，１９９６年９月）；
同『韓国の経済システム――国際資本移動の拡大と構造改革の進展――』東
洋経済新報社，２０００年，第５章。高龍秀は「韓国型多国籍企業」の特徴とし
て，財閥の資金力を背景とした急速な多国籍化，海外市場志向型投資，韓国
内での権威主義的労使関係の移植，の３点をあげている。高，前掲書，１０９�
１１３ページ。
�３ 企業が対外直接投資を行なう動機の一つとして，企業が特定の活動におい
てもつ優位性を海外で有利に利用することを最初に指摘したのは，いうまで
もなくハイマーである。Stephen Herbert Hymer, The International Operations

of National Firms : A Study of Direct Foreign Investment, MIT Press,１９７６（宮崎
義一編訳『多国籍企業論』岩波書店，１９７９年）I�２章。またその後の優位性を
めぐる議論については，洞口治夫『日本企業の海外直接投資――アジアへの
進出と撤退――』東京大学出版会，１９９２年，第１章を参照。

�４ 例えば，United Nations, Transactional Corporations from Developing Countries :

Impact on their Home Countries,１９９３（江夏健一監修・IBI国際ビジネス研究セ
ンター訳『発展途上国の多国籍企業――本国経済へのインパクト――』国際
書院，１９９３年）第１章 Bを参照。
�５ 金星社『金星社３５年史』（韓国語）１９９３年，２２５�２２６ページ。ラジオを購
入できない家庭にまでラジオ放送を届けるべく，韓国政府は全国津々浦々の
世帯にまで有線設備を設置する事業を強力に進めた。そのため，アンプ・ス
ピーカーの生産も急増することになった。呉源哲『韓国型経済建設――エン
ジニアリングアプローチ――』第３巻（韓国語）起亜経済研究所，１９９６年，
３００�３０１ページ。アンプ・スピーカーは輸出も増大し，その後の音響製品輸出
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拡大の基礎となった。
�６ 元鍾根「電子・電機産業」（服部民夫編『韓国の工業化――発展の構図――』
アジア経済研究所，１９８７年）２３２�２３３ページ。

�７ 柳町 功「韓国半導体企業の技術発展――三星グループを例として――」
（牧戸孝郎編『岐路に立つ韓国企業経営――新たな国際競争力の強化を求めて
――』名古屋大学出版会，１９９４年）３５�３７ページ。
�８ これに先だって，１９７２年にはソニーがサンディエゴに工場を建設してカラ
ーテレビ生産を開始しており，また７４年には松下電器がモトローラのテレビ
部門を買収して現地生産に乗り出していた。板垣 博「カラーテレビ産業の
対米進出」（法政大学比較経済研究所・佐々木隆雄・絵所秀紀編『日本電子産
業の海外進出』法政大学出版局，１９８７年）５１�６２ページ。

�９ まず１９７０年代初頭にイギリスとの間で貿易摩擦が深刻化し，７５年から日本
メーカーはイギリス向け輸出の自主規制を行なった。また７０年代後半にフラ
ンスとイタリアは相次いで日本製品に対する割当制を実施し，ECも完成品と
ブラウン管に対する規制を検討するにいたった。長部重康「ヨーロッパ電子
産業と日本企業の進出」（法政大学比較経済研究所・佐々木・絵所編，前掲書）
１４５�１４６ページ。
�１０ ソニーが１９７４年にイギリス，７５年に西ドイツに進出した（ベガ社を買収）
のに続いて，７６年に松下，７８年に東芝，７９年に三菱，日立，８２年に三洋（フ
ィリップスの子会社買収）がそれぞれイギリスに進出した。長部，前掲論文，１４６
ページ。
�１１ 三星会長秘書室『三星６０年史』（韓国語）１９９８年，１４２ページ。
�１２ 李晟鳳「地域別海外投資事例２．EU」（王允鍾編著『韓国ノ海外直接投資現
況ト成果――深層報告――』（韓国語）対外経済政策研究院，１９９７年）１８３ペ
ージ。
�１３ １９８０年代後半の ASEAN投資も，かなり時間が経過してからではあるが７０
年代前半の日本メーカーの東南アジア進出と同じ動きであるといえるし，ま
たその後の ASEANの輸出拠点化も，８０年代後半から急激に進んだ日本メー
カーによる東南アジアでの輸出拠点の設立ラッシュに追随したものであった。
�１４ 深川由起子『韓国――ある産業発展の軌跡――』１９８８年，２０６ページ。深
川によれば三星電子は当初，三洋電機をモデルとしていたという。筆者がイ
ンタビューを行なった別の韓国の電子メーカーは，発展モデルとしてのソニ
ーの重要性を強調していた。
�１５ ここでの「中堅メーカー」とは，大企業ではあるが大企業グループには属
さない企業を指す。
�１６ ２０００年１２月６日，韓国音響でのインタビューによる。
�１７ ２０００年１２月６日，京仁電子でのインタビューによる。
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�１８ ２０００年２月１０日，三榮電子でのインタビューによる。
�１９ 三星電子は協星会，LG電子は星力会，大宇電子は協宇会という。韓国の電
子メーカーの協力会について詳しくは，水野順子・八幡成美『韓国機械産業
の企業間分業構造と技術移転』アジア経済研究所，１９９２年，第 I�２章を参照。
�２０ 高龍秀，前掲論文，６５�６８ページ。
�２１ ２０００年１０月３０日，中国瀋陽の LGテレビ生産法人でのインタビューによ
る。
�２２ 注�１４と同じ。京仁電子のメキシコ法人では，三星電子の他にソニーのメキ
シコ VTR工場にも製品を OEM供給しているという。
�２３ しかし通貨危機前後の経営環境の悪化に伴う業務見直しの過程で，各地に
支社を置くことによるさまざまな間接コストを削減するため，１９９７年には支
社を廃止して各製造法人が販売も担当する体制に移行した。２００１年６月２６日，
三星電子海外支援チームでのインタビューによる。
�２４ 韓国はベトナム戦争時に米国に協力して最大時で５万名の兵力をベトナム
に派兵した。また後方支援で多くの建設・運輸企業が当時の南ベトナムで事
業を行なった。その過程で多くの人的つながりが形成されたとされる。また
１９３０年代のスターリンによるシベリア居住朝鮮族の強制移住政策の結果，８９
年の時点でウズベキスタンに約１８万人，カザフスタンには約１０万人の朝鮮
系民族が居住していた。「韓国の対東欧直接投資戦略――国連欧州経済委員会
レポートより」（『ロシア東欧貿易調査月報』１９９６年６月号）４３ページ。

�２５ １９９５年５月のウズベキスタン大宇自動車工場の竣工時には，カリモフ大統
領自らが竣工式の準備委員長を，閣僚すべてが準備委員を務めた。金宇中会
長とカリモフ大統領は「兄弟以上に親しい仲」だったという。李宜�「大企
業群ノ韓国脱出ブーム！」（韓国語）（『月刊朝鮮』１９９６年９月号）３８２ページ；
「金宇中ノ罪ト罰」（韓国語）（『月刊中央』２００１年３月号）９５ページ。
�２６ 尹鍾彦「韓国企業の海外直接投資：その推移とM&A経験」（『国際開発研
究フォーラム』第１１号，１９９９年３月）１７６ページ。

�２７ １９８０年代後半には三星電機もゼニス社の買収を検討したという。深川由起
子，前掲書，１７９ページ。
�２８ 尹鐘彦，前掲論文，１７３ページ。
�２９ 高龍秀，前掲書，１０５ページ。
�３０ 朴英鎬『外換危機以後韓国海外現地法人ノ構造調整実態ト隘路事項：米国』
（韓国語）対外経済政策研究院，２７�２８ページ。
�３１ しかし，LG半導体の海外工場計画は，DRAM市況の悪化と通貨危機によ
りいずれも白紙化された。
�３２ 三星電子株式会社『三星電子２０年史』（韓国語）１９８９年，３５６ページ。
�３３ 金星社，前掲書，４６５ページ。
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�３４ 三星電子，前掲書，１０３７ページ。
�３５ 服部民夫「北米における韓国製品」（小牧輝夫編『国際化時代の韓国経済』
アジア経済研究所，１９９０年）１４９�１５７ページを参照。服部は米国市場での韓
国製品の販売不振の原因として，米国市場の構造変化もあげている。同論文，１６１
�１６４ページ。
�３６ ある日本の電子メーカーの海外企画担当者は，韓国メーカーの同担当者か
ら「自分たちは世界地図に日本企業がすでに進出した地点をピンで印をつけ，
それがないところを進出先として選ぶ」という話を聞いたという。
�３７ F. T. Knickerbocker, Oligopolistic Reaction and Multinational Enterprise, Boston :

Division of Research, Graduate School of Business Administration, Harvard

University,１９７３.（藤田 忠訳『多国籍企業の経済理論』東洋経済新報社，１９７８
年）。日本の電子産業の対外直接投資においてバンドワゴン効果を検証したも
のとしては，田中 宏「直接投資と産業集中――電子・家電産業の場合――」
（関口末夫・田中 宏／日本輸出入銀行海外投資研究所編『海外直接投資と日
本経済』東洋経済新報社，１９９６年）がある。
�３８ Judith Cherry, Korean Multinationals in Europe, Richmond : Curzon Press,２００１,
Chapter８.
�３９ しかし，ニッカーバッカーの研究はほぼ米国企業のみで国際的寡占体制を
形成していた１９６０年代を対象にしている。９０年代の韓国電子メーカーは国際
的寡占体制のプレイヤーとなってはいたが，日本企業等，他のプレイヤーも
存在している。その意味で，韓国企業のみを取り出して「バンドワゴン効果」
を取り上げることには問題があるかもしれない。しかし，例えば報道されて
いる９５年の三星電子と現代電子の米国での半導体建設決定のプロセスは示唆
的である。このとき，三星電子は１０億ドル規模の投資を行なうことを非公式
には明らかにしていた。ところが三星電子の正式発表を前に，現代電子が１３
億ドルを投資する米国半導体建設を発表してしまった。あわてた三星電子は，
正式発表を延期して，１５億ドル規模の計画に修正しようとしたという（結局
は１３億ドル規模に再修正）。『週刊毎経』１９９５年７月２５日号，２４�２５ページ；
同，１９９５年９月６日号，１３ページ。韓国企業間の寡占反応については，実証
的にも理論的にもいっそうの検討が必要であろう。
�４０ Seong-Bong Lee, “Koreas Overseas Direct Investment : Evaluation of Perform-

ances and Future Challenges,” Working Paper００�１２, Korea Institute for
International Economic Policy,２０００, Chapter II.

�４１ 各社の海外法人の収益率は，各企業が移転価格によって収益を本国に吸収
しているため，過小に表れている可能性はある。しかし，赤字により本国か
らの資本増強を余儀なくされている法人も少なくないことを勘案すると，本
国企業がこの時期に利益吸上げを積極的に行なっていたとは考えにくい。
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�４２ 三星電子の中国法人については表６の備考を参照。LG電子についても全生
産法人の２０００年の輸出比率は５０％を超えているという。２０００年１２月１日，
LG電子元中国統括法人責任者からのインタビュー。
�４３ ただし，大宇グループの解体に伴い，グループ内電子企業であったオリオ
ン電機と大宇電子部品は売却され，完全に別会社となった。
�４４ 例えば中国では，成長著しい携帯電話の分野において，三星電子が天津に
輸出用 GSM方式携帯電話の工場を建設して２００１年７月に生産を開始し，２００２
年１月には深�で内需向けに CDMA方式携帯電話の生産を始めた。LG電子
も山東省済南に CDMA方式携帯電話の合弁生産法人を設立し，２００２年２月
から工場の稼動を開始している。また既存の進出企業も新たな市場開拓の動
きをみせている。LG電子は中国内ブランドよりもワンランク品質が高いとい
うブランドイメージを浸透させる販売促進活動を行ない，電子レンジ，エア
コン，大型洗濯機などで大きなシェアを獲得することに成功した（２０００年１２
月１日，LG電子本社でのインタビューによる）。三星電子も，２０００年末から
中国市場では富裕層に焦点を当てて高付加価値製品を投入し，ブランドイメ
ージを高めた結果，売上げを大幅に伸ばすことができたという。三星電子も LG
電子と同様，販売統括法人を設立し，再び地域ごとに支社を設立する計画も
進めている（２００１年６月２６日，三星電子海外支援チームでのインタビューに
よる）。中国市場では韓国企業が長く求めていて果たせなかった高いブランド
イメージの確立を成し遂げたことになる。今後，この動きがどのように定着・
拡散していくか，注目される。
�４５ The World Bank, East Asia : The Road to Recovery, Washington,１９９８.（柳原
透監訳『東アジア 再生への途』東洋経済新報社，２０００年）４６�４７ページ。
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